
第３次新座市子ども・子育て支援事業計画 

令和７年度進捗管理表（関連施策） 

 

 

 

令和７年度進捗度の見方 

Ａ 事業を拡大して実施した 

Ｂ 事業を計画どおり実施した 

Ｃ 事業を縮小して実施した 

Ｄ 事業を実施していない／休止又は中止した 

Ｅ 事業を廃止した 

 

資料１－３ 



　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために
　基本施策1　こどもの権利の尊重

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
児童の権利に関する
啓発

こどもの保護と基本的人権の尊重を促進する
ことを目的とした「子どもの権利条約」や
「こども基本法」の趣旨等についての啓発・
普及に努める。

県制作のチラシの配架・配布　10枚
県制作のポスターの掲示　　　　1枚

Ｂ 継続

こどもの保護と基本的人権の尊重
を促進することを目的とした「子
どもの権利条約」の啓発・普及に
努めるため、市ＨＰや子育て情報
誌にて周知、啓発を行う。

こども安全課

2 児童の権利の保護
虐待の被害やヤングケアラー等の様々な困難
に直面するこどもたちが、気軽に相談できる
関係窓口等の周知・啓発に努める。

県制作のチラシの配架・配布　10枚
県制作のポスターの掲示　　　　1枚

Ｂ 継続
市内の小中学校、保育施設等に虐
待防止に関するチラシを配布し、
啓発周知を行う。

こども安全課

こどもたちからも気軽に意見や要望をもらえ
るよう、「市長への手紙・ファックス・メー
ル」の周知チラシについて、こども向けのア
レンジを加える。

「市長への手紙・ファックス・メール」
の周知チラシについて、幅広い年代が分
かりやすい文章に修正するとともに、小
中学校や児童センター等の公共施設に周
知用ポスターを掲示した。
また、市ホームページ内のキッズページ
からも意見が出せるよう、専用フォーム
を新たに設けた。

※設置場所：市内公民館・コミュニティ
センター、中央図書館、福祉の里図書
館、児童センター、福祉の里児童セン
ター

Ａ

チラシの文章を改訂すると
ともに、学校や公共施設に
ポスターを設置するなど、
こどもたちが手に取りやす
い環境を整備した。

継続
引き続き周知チラシやポスター等
を通じて、こどもからの意見表明
の機会の確保を図る。

秘書広報課

児童センターに意見箱を設置するとともに、
アンケートを行い、こどもたちから自由に意
見や要望を述べる機会を提供し、事業や運営
に反映する。

児童センターに引き続き意見箱を設置す
るとともに、アンケートを行い、こども
たちから自由に意見や要望を述べる機会
を提供し、事業や運営に反映した。

Ｂ 継続

児童センターに引き続き意見箱を
設置するとともに、アンケートを
行い、こどもたちから自由に意見
や要望を述べる機会を提供し、事
業や運営に反映する。

こども支援課

学校教育において、すべてのこどもが自らが
持つ権利について学び、自らを守る方法や困
難を抱えた時に助けを求め、回復する方法を
学べるよう、こどもの権利に関する理解促進
や人権教育を推進する。

埼玉県が募集している「人権作文」に市
内小中学校から応募を募り、児童生徒が
自分事として人権について考える機会を
通して人権教育を推進した。（年1回）
埼玉県が実施している「子どもスマイル
ネット」のカードを各小中学校に配付
し、子どもの権利条約についての理解の
促進を図った。（年1回）

Ｂ 継続

埼玉県が募集している「人権作
文」に市内小中学校から応募を募
り、児童生徒が自分事として人権
について考える機会を通して人権
教育を推進する。（年1回）
埼玉県が実施している「子どもス
マイルネット」のカードを各小中
学校に配付し、子どもの権利条約
についての理解の促進を図る。
（年1回）

教育支援課

教員等を対象とする各種研修・会議等を通じ
て、こどもの権利条約やこども基本法等につ
いて周知・啓発を行う。

全小・中学校における「人権・同和教育
プログラム」を活用した学校人権教育研
修会の実施した。(年1回)
学校人権教育主任研修会において県作成
の資料を用いた周知・啓発を行った。
（年3回）

Ｂ 継続

全小・中学校における「人権・同
和教育プログラム」を活用した学
校人権教育研修会の実施する。(年
1回)
学校人権教育主任研修会において
県作成の資料を用いた周知・啓発
を行う。（年3回）

教育支援課
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学校教育における人
権教育の推進

4

こどもの意見表明権
の確保

3

No. 事業名 事業内容 備考 担当課
令和7年度実績 令和8年度予定
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　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために
　基本施策2　こどもの心身の健康づくりの推進

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
乳幼児健康診査及び
歯科検診の充実

乳幼児を対象に健康診査及び歯科健診を実施
し、発育・発達状況の確認、疾病の早期発見
及び育児不安の軽減や解消を図る。

3～4か月児健診、9～10か月児健診を個
別健診で実施。1歳6か月児健診、3歳児
健診を混雑回避のため、日時を指定して
集団健診で実施した。
受診者数　※（）内は受診率
3～4か月児健診　957人（ 96.1%）
9～10か月児健診　917人( 94.7%)
1歳6か月児健診　972人(97.7%)
1歳6か月児歯科健診 972人
3歳児健診　1,027人(96.2%)
3歳児歯科健診　1,027人
フッ化物塗布　 839人(希望者）
2歳児歯科健診　132人
フッ化物塗布  129人

Ｂ 継続

3～4か月児健診、9～10か月児健診
を個別健診で実施。1歳6か月児健
診、3歳児健診を混雑回避のため、
日時を指定して集団健診で実施す
る。

保健センター

2
1歳6か月児健康診査
事後指導（ころころ
クラブ）

1歳6か月児健康診査後の、継続的な支援が必
要な幼児及びその保護者に対し、集団遊びや
個別相談を実施する。

継続的な支援が必要な幼児及びその保護
者に対し、集団遊び、個別相談を月1回
実施した。

実施回数12回
参加実人数10人　参加延べ人数34人

Ｂ 継続
継続的な支援が必要な幼児及びそ
の保護者に対し、集団遊び、個別
相談を月1回実施する。

保健センター

3
乳幼児の栄養相談・
栄養指導の実施

乳幼児健診や乳幼児相談において、栄養士に
よる相談、指導及び食育啓発を行い、乳幼児
の家庭での食事を通した健康づくりや食育の
支援を行う。

・育児学級で、栄養士の講義と離乳食サ
ンプルの展示等を実施した。実施回数12
回
・乳幼児相談実施時に、栄養相談を実施
した。相談延べ人数106人。
・3～4か月児健診、9～10か月児健診は
個別健診のため、電話相談で栄養相談を
実施した。相談実人数68人。
・1歳6か月児健診、3歳児健診は、集団
健診実施時、希望者に栄養相談を実施し
た。相談実人数199人。

Ｂ 継続

育児学級で、栄養士の講義、離乳
食サンプルの展示等を実施する。
乳幼児相談実施時に、栄養士相談
を実施する。
3～4か月児健診、9～10か月児健診
は個別健診のため、電話相談で栄
養士相談を実施する。
1歳6か月児健診、3歳児健診は、集
団健診実施時に栄養士相談を実施
する。

保健センター

4
児童・生徒の健康の
維持及び増進

市立小・中学校において、健康観察、保健調
査や健康診断等に基づく健康相談を実施す
る。

4月～6月に、児童・生徒の健康診断を実
施した（23校）。
（身長・体重・視力の測定、学校医及び
学校歯科医による内科・眼科・耳鼻科・
歯科の健康診断、尿検査、脊柱側わん症
検診、心臓検診、結核検診）

Ｂ 継続

4月～7月に、児童・生徒の健康診
断を実施する（23校）。
（身長・体重・視力の測定、学校
医及び学校歯科医による内科・眼
科・耳鼻科・歯科の健康診断、尿
検査、脊柱側わん症検診、心臓検
診、結核検診）

例年、実施期間を4
月～6月としていま
したが、業者・学校
間スケジュール都合
により7月初旬の実
施となる可能性があ
るため、4月～7月
としました。

学務課

若年妊産婦への相談、訪問を実施すると
ともに、思春期に関する相談時には、関
係機関への相談や病院受診等を勧奨し
た。

Ｂ 継続

若年妊産婦への相談、訪問を実施
するとともに、思春期に関する相
談時には、関係機関への相談や病
院受診等の勧奨を行う。

保健センター

教育相談室に教育相談員5名と学校カウ
ンセラー3名、スクールソーシャルワー
カー3名を配置し、特に学童期･思春期に
おける心の問題について電話や来談によ
る相談体制の充実を図った。

Ｂ 継続

教育相談室に教育相談室コーディ
ネーター1名、教育相談員4名と学
校カウンセラー3名、スクールソー
シャルワーカー3名を配置し、特に
学童期･思春期における心の問題に
ついて電話や来談による相談体制
の充実を図る。

教育支援課
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5
思春期保健に関する
相談の実施

学童期・思春期の健康課題に関する相談や周
知啓発を行う。

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

公立保育園3園でエプロンシアターを実
施した。（隔年で全園実施）

Ｂ 継続
公立保育園でエプロンシアターを
実施する。

令和8年度から保健
センター予算で実施

保育課

実施を希望した市内幼稚園4園及び子育
て支援センター3か所でエプロンシア
ターを実施した。

Ｂ 継続
希望する市内幼稚園でエプロンシ
アターを実施する。

保健センター

乳幼児健診や育児学級等において、保護者に
対して望ましい食生活及び食育に関する情報
を提供する。

・育児学級で、栄養士の講義と離乳食サ
ンプルの展示等を実施した。実施回数12
回
・乳幼児相談実施時に、栄養相談を実施
した。相談延べ人数106人。
・3～4か月児健診、9～10か月児健診は
個別健診のため、電話相談で栄養相談を
実施した。相談実人数68人。
・1歳6か月児健診、3歳児健診は、集団
健診実施時、希望者に栄養相談を実施し
た。相談実人数199人。

Ｂ 継続

乳幼児相談実施時に、栄養士相談
を実施する。
3～4か月児健診、9～10か月児健診
は個別健診のため、電話相談で栄
養士相談を実施する。
1歳6か月児健診、3歳児健診は、集
団健診実施時に栄養士相談を実施
する。

保健センター

市内小・中学校では、朝食欠食率の減少を目
指し、栄養等について学ぶ場の充実を図る。
また、保健、教育の連携により食に関する学
習機会や情報提供を行う。

栄養教諭・栄養職員を中心に教科と連携
して取り組む。給食員会の児童主体と
なって食育についての調査や発表を行い
情報提供や共有を行った。

Ｂ 継続

栄養教諭・栄養職員を中心に教科
と連携して取り組む。給食員会の
児童主体となって食育についての
調査や発表を行い情報提供や共有
を行う。

教育支援課

7
体力低下予防及び運
動を通じた人間形成
の取組

幼児期から学童期における体力低下予防や、
運動を通じた人間形成を築くことを目的とし
た体操教室を開催する。

市民総合体育館にて年少から小学3年生
を対象として、キッズ体操、キッズチ
ア、キッズダンスの体験教室及び通年実
施の教室を実施し、延べ265名が参加し
た。

Ｂ 継続

　「キッズ体操（年長～小3）」の
実施。
　「キッズチア（年少～小1位）」
の実施。
　「キッズダンス（ヒップホッ
プ）（年長～小3）」の実施。

生涯学習スポーツ課

8
児童センター事業の
充実

こどもに豊かな生活を提供できるようスポー
ツ、文化、レクリエーション等の多彩なプロ
グラムを展開する。また、プログラムの策定
に当たっては、こどもの参画を推進する。

新座市児童センター及び福祉の里児童セ
ンターの運営、管理を指定管理者のＮＰ
Ｏ法人に委託した。

・新座市児童センター
利用者数：62,572人
主な事業：「こども参画事業（かえっこ
バザール、かえっこ　こども会議）」
「アウトリーチ事業（どこでも児童
館）」「要支援児童事業（緊急食糧支
援、フードパントリー、ほっこりごは
ん）」など
事業開催回数・参加者数：延べ1,566
回、26,928人

・福祉の里児童センター
利用者数：40,615人
主な事業：「こどもの遊びとまなび事業
（里のソトプレ！、親子で遊ぼう！mini
ぐんぐん「こども参画事業（かえっこバ
ザール、里ランド～こどもたちが作る遊
びのテーマパーク）」「要支援児童事業
（はぁとＢＯＸ、フードパントリー）」
「親子のサークル活動事業（里のなかま
ほいく）」など
事業開催回数・参加者数：延べ1,283
回、20,972人

Ｂ 継続
指定管理者として引き続きＮＰＯ
法人新座子育てネットワークに運
営を委託する。

こども支援課

6
健全な食生活や食品
ロス削減等を含めた
食育事業の推進

市内幼稚園・保育園のこどもとその保護者に
対し、栄養士によるエプロンシアター（エプ
ロンを舞台にした人形劇）を行うことによ
り、日常の正しい食習慣を形成する。

3 ページ



　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために
　基本施策3　幼児教育・保育の充実

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
保育園における幼児
教育の充実

保育園から小学校の教育へ円滑に移行できる
よう、保育園における幼児教育の充実を図
る。

保育園から小学校の教育へ円滑に移行で
きるよう、保育園における幼児教育の充
実を推進した。

Ｂ 継続
保育園から小学校の教育へ円滑に
移行できるよう、保育園における
幼児教育の充実を推進する。

保育課

幼保小連携推進協議会の予定に沿って、
小学校教職員や保育士等が協力し、小学
校教育への移行や卒園までの達成目標等
について協議する等の研修を行う。ま
た、卒園前の園児が近隣の小学校を訪問
する交流体験についても、実施した。

Ｂ 継続

幼保小連携推進協議会の予定に
沿って、小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育への移行や
卒園までの達成目標等について協
議する等の研修を行う。また、卒
園前の園児が近隣の小学校を訪問
する交流体験についても、実施す
る。

保育課

各ブロックによる打合せの機会を設定
し、7月～1月を目安に各小学校ブロック
で連携事業を行った。
実績報告（交流実践事例集）、5歳児向
けリーフレットを作成、配布した。

Ｂ 継続

各ブロックによる打合せの機会を
設定し、7月～1月を目安に各小学
校ブロックで連携事業を行う。
実績報告（交流実践事例集）、5歳
児向けリーフレットを作成、配布
する。

教育支援課

3
乳児等通園支援事業
（こども誰でも通園
制）の実施

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質
な成育環境を整備するとともに、全ての子育
て家庭に対して、多様な働き方やライフスタ
イルにかかわらない形での支援を強化するた
め、現行の幼児教育・保育給付に加え、月一
定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を
問わず時間単位等で柔軟に利用できる通園給
付制度を実施する。

0歳6か月から満3歳未満までの、保育所
等に通っていないこどもを対象に、月10
時間まで、保育所等において支援を行っ
た（令和7年10月開始のため6か月間実施
した）。
実施施設数　13施設
利用児童数　延べ240人
利用時間　　延べ733時間

Ｂ 継続

0歳6か月から満3歳未満までの、保
育所等に通っていないこどもを対
象に、月10時間まで、保育所等に
おいて支援を行う。

実施施設数　16施設

保育課

4
保育施設における加
配職員への補助

障がい児など配慮が必要なこどもへの対応の
ために職員を加配する施設への補助を行う。

各法人保育園において、加配の必要なこ
どもに職員を加配した場合、加配職員1
人当たり月額190,000円-療育支援加算額
の補助を実施した。
実施園：20園
対象児童数：68人
対象職員数：36人

Ｂ 継続

障がい児など配慮が必要なこども
への対応のために追加で職員を配
置している施設への補助を行っ
た。

保育課

5
医療的ケア児の受入
れを行う保育施設に
対する支援

医療的ケア児の受入れのために看護師等の配
置を行う保育施設への補助を行う。

看護師等を配置し、医療的ケア児を保育
する保育所等への補助を行った。
実施施設　保育園1施設
補助金額　4,446,862円

Ｂ 継続

看護師等を配置し、医療的ケア児
を保育する保育所等への補助を行
う。
実施施設　保育園1施設

保育課

6
外国にルーツを持つ
こども等への支援

海外から帰国したこどもや、外国籍のこども
たちが教育・保育施設を円滑に利用できるよ
う、教育・保育施設を運営する事業者や、幼
稚園教諭、保育士に対して、通訳ボランティ
アの紹介や、外国の文化・習慣・指導上の配
慮すべき点に関する研修を実施する。

日本語の理解が困難である園児及び保護
者とのやり取りについては、保育士が翻
訳機器を活用しながら、コミュニケー
ションをとって保育を行った。
通訳を行う保育支援者の配置について
は、各保育現場において、通訳支援者が
必要かどうかを見ながら、配置すること
について検討した。

Ｂ 継続

日本語の理解が困難である園児及
び保護者とのやり取りについて
は、保育士が翻訳機器を活用しな
がら、コミュニケーションをとっ
て保育を行う。通訳を行う保育支
援者の配置については、各保育現
場において、通訳支援者が必要か
どうかを見ながら、配置すること
について検討する。

保育課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

2
幼保小交流研修会の
充実

小学校への円滑な移行や、卒園までの達成目
標等について幼稚園、保育園及び小学校の職
員が協議する。また、近隣の小学校に卒園前
の園児が訪問する交流体験を行う。

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

7
保育サービス評価の
仕組みの導入検討

保育サービスの評価等の仕組みの導入につい
て、検討を進める。

福祉施設第三者評価の成果・結果の採用
に努めた。

Ｂ 継続
福祉施設第三者評価の成果・結果
の採用に努める。

保育課
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　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために

　基本施策4　きめ細かな学校教育の充実

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
小学校第1学年への副
担任の配置

児童の基本的な学習指導や生活習慣の確立を
図るため、小学校第1学年の学級に副担任を配
置する。

児童の基本的な学習指導や生活習慣の確
立を図るため、小学校第1学年の学級に
副担任を配置した。
11校、11人

Ｂ 継続

児童の基本的な学習指導や生活習
慣の確立を図るため、小学校第1学
年の学級に副担任を配置する。
8校、8人

学務課

外国人との交流を通して、異文化理解を深め
るとともに、コミュニケーション能力の育成
を図る。

小学校英語講師、中学校では英語指導助
手との直接的な交流や異文化交流を通し
て、グローバル社会で必要なスキルを身
に付けた。また多様性を尊重する児童生
徒を育成した。

Ｂ 継続

小学校英語講師、中学校では英語
指導助手との直接的な交流や異文
化交流を通して、グローバル社会
で必要なスキルを身に付ける。ま
た多様性を尊重する児童生徒を育
成する。

教育支援課

自然保護やリサイクルなどの資源の再利用に
ついての理解を深め、環境やアメニティに配
慮するなどの環境教育を推進する。

自然保護やリサイクルなどの資源の再利
用についての理解を深め、環境やアメニ
ティに配慮するなどの環境教育を推進し
た。

Ｂ 継続

自然保護やリサイクルなどの資源
の再利用についての理解を深め、
環境やアメニティに配慮するなど
の環境教育を推進する。

教育支援課

3 教育相談事業の充実
学校カウンセラー等との連携を一層密にし、
教育相談の充実を図る。

教育相談室に教育相談員5名と学校カウ
ンセラー3名、スクールソーシャルワー
カー3名を配置し、特に学童期･思春期に
おける心の問題について電話や来談によ
る相談体制の充実を図った。

Ｂ 継続

教育相談室に教育相談室コーディ
ネーター1名と学校カウンセラー3
名、スクールソーシャルワーカー3
名を配置し、特に学童期･思春期に
おける心の問題について電話や来
談による相談体制の充実を図る。

教育支援課

4
教育的支援が必要な
生徒への配慮

通常学級に在籍している特別な教育的支援を
必要とする児童・生徒への支援について、指
導及び助言する巡回相談カウンセラーを学校
に派遣する。

巡回相談カウンセラー派遣を学校の要請
に従い60回実施した。

Ｂ 継続
巡回相談カウンセラー派遣を学校
の要請に従い70回実施する。

教育支援課

教育相談員と学校カウンセラーが電話・来室
相談やカウンセリングを行い、必要な場合
は、学校訪問や家庭訪問も行う。

教育相談室に教育相談員5名と学校カウ
ンセラー3名、スクールソーシャルワー
カー3名を配置し、特に学童期･思春期に
おける心の問題について電話や来談によ
る相談体制の充実を図った。

Ｂ 継続

教育相談室に教育相談室コーディ
ネーター1名と学校カウンセラー3
名、スクールソーシャルワーカー3
名を配置し、特に学童期･思春期に
おける心の問題について電話や来
談による相談体制の充実を図る。

教育支援課

地域の大学の臨床心理系学部等と連携するこ
とにより、大学生をピア・サポーターとして
各学校等に派遣し、不登校児童・生徒、集団
不適応児童・生徒への支援活動を行う。ま
た、大学教授がスーパーバイザーとして専門
的な立場から教員等に指導助言を行う。

地域の大学の臨床心理学系、教員養成系
学部と連携し、大学生・大学院生をサ
ポーターとして各学校等に派遣し、不登
校児童生徒・集団不適応児童生徒への支
援活動を行った。

Ｂ 継続

地域の大学の臨床心理学系、教員
養成系学部と連携し、大学生・大
学院生をサポーターとして各学校
等に派遣し、不登校児童生徒・集
団不適応児童生徒への支援活動を
行う。

教育支援課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

2
国際理解教育及び環
境教育の推進

5
登校支援が必要な生
徒への配慮

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

6
学校に行きづらい・
教室に居づらい生徒
への支援

不登校児童・生徒の支援として、「教育支援
ルーム（ふれあいルーム・とことこぷらすの
へや）」を設置する。また、学校に登校でき
ているが、教室に居づらい子への支援として
「校内支援ルーム」を設置する。

市役所第四庁舎に「ふれあいルーム」、
十文字学園女子大学に「とことぷらすの
へや」、道場集会所に「ムササビルー
ム」を設置し、学校に行きづらい児童・
生徒への支援を行った。
また、市内各小・中学校内に「校内支援
ルーム」を設置を推進し、教室に行きづ
らい児童・生徒の支援を行った。

Ｂ 継続

市役所第四庁舎に「ふれあいルー
ム」、十文字学園女子大学に「と
ことぷらすのへや」、道場集会所
に「ムササビルーム」を設置し、
学校に行きづらい児童・生徒への
支援を行う。
また、市内各小・中学校内に「校
内支援ルーム」を設置を推進し、
教室に行きづらい児童・生徒の支
援を行う。

教育支援課

7
いじめ等の青少年の
問題行動への対策

いじめ等の青少年の問題行動へ対応するため
に、各中学校にさわやか相談室を開設し、相
談活動を行う。また、いじめ防止対策とし
て、スクールロイヤーや埼玉県教育委員会生
徒指導課を講師とした研修会を開催する。

さわやか相談員は、中学生及びその保護
者等からの相談に真摯に対応した。
スクールロイヤーは、学校からの法務相
談に対応した。

Ｂ 継続

さわやか相談員は、中学生及びそ
の保護者等からの相談に丁寧に対
応していく。
スクールロイヤーは、学校からの
法務相談に対応していく。

教育支援課
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　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために
　基本施策5　こどもの居場所づくりの推進

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
こどもの放課後居場
所づくりの推進

小学校施設（教室や校庭など）を活用し、地
域の方々の協力を得ながら、こどもたちが安
全・安心に集える居場所をつくる。学習や遊
び、体験・交流活動などの機会を提供するこ
とにより、こどもたちが地域社会の中で心豊
かで健やかに育まれる環境づくりを推進す
る。

市内全17小学校で実施した。
また、長期休業日は夏休み、冬休み、学
年末休みに1日開室した。
登録児童数：3，375人
延べ開室日数：3，472日
延べ参加人数：88，209人

Ｂ 継続 17校でココフレンドを実施する。 生涯学習スポーツ課

2

こどもの放課後居場
所づくり事業におけ
る特別な配慮を必要
とする児童の受入れ

障がいのある児童や虐待・いじめを受けた児
童、日本語能力が十分でない児童等、特別な
配慮を必要とする児童が安心して過ごすこと
ができる居場所を提供する。
そのために、特別な配慮を必要とする児童の
保護者や学校等と話合いを行うとともに、知
識の習得を図るための研修を実施する。

必要に応じて児童の保護者や学校等と話
し合いを行った。

Ｂ 継続
必要に応じて児童の保護者や学校
等と話し合いを行う。

生涯学習スポーツ課

3
放課後児童保育室事
業の内容の充実

「遊びの場」、「生活の場」としての役割を
向上させるため、外部の専門家や地域のボラ
ンティア団体を招き、読み聞かせや紙芝居な
どのイベントを実施する。
また、こうした取組を地域に広く周知するた
め、年間スケジュールや実施結果を市ホーム
ページにおいて公表する。

SDGsの取組の一環として、グリーンカー
テンプロジェクトを実施した。へちまを
植栽し、植物による遮熱効果を体感させ
ることで、環境と省エネ意識の醸成を
図った。季節感のある行事を取り入れる
ことにより、生活の場としての機能を果
たした。併せて、読み聞かせボランティ
ア団体を招き、地域との交流を推進し
た。

Ｂ 継続

一部の保育室において、外部の専
門家や地域のボランティア団体を
招き、読み聞かせや紙芝居などの
イベントを実施する。

保育課

放課後を安心・安全に過ごし、多様な体験・
活動ができるように、放課後児童保育室及び
放課後居場所づくり事業（ココフレンド）の
整備を計画的に進め、両事業を実施する同一
小学校において、校庭を始めとする共有活動
スペースでの相互見守りによって遊び等の活
動や合同避難訓練を実施する。

フルートアンサンブルコンサート及びド
ローン教室等様々な事業を放課後保育室
並びに放課後居場所づくり事業（ココフ
レンド）と合同で開催し、連携を深め
た。

Ｂ 継続

両事業を実施する同一小学校にお
いて、校庭を始めとする共有活動
スペースでの相互見守りによって
遊び等の活動や合同避難訓練を実
施する。

保育課

教育委員会、福祉部局及び両事業関係者など
を委員等とする運営委員会、実行委員会及び
意見交換会を定期的に開催し、情報共有・連
携の強化を図る。

校庭を始めとする共有活動スペースにお
いて、放課後児童保育室とココフレンド
での相互見守りを行った。
また、可能な範囲でイベントや避難訓練
を合同で実施した。
運営委員会及び実行委員会を開催し、情
報共有・連携の強化を図った。

Ｂ 継続

校庭を始めとする共有活動スペー
スにおいて、放課後児童保育室と
ココフレンドでの相互見守りを行
う。
また、可能な範囲でイベントや避
難訓練を合同で実施する。
運営委員会及び実行委員会を開催
し、情報共有・連携の強化を図
る。

生涯学習スポーツ課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

4
放課後児童保育室と
こどもの放課後居場
所づくり事業の連携

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

5
児童遊園、公園の整
備・充実

こどもの安全な遊び場を確保するため、ユニ
バーサルデザインやバリアフリーに配慮しな
がら、児童遊園、公園の整備・充実を図る。

公園等の整備及び施設のリニューアルを
行った。
《公園整備費用》　35,868,734円
⑴施設修繕料
6,443,360円
⑵遊具等撤去工事
310,200円
⑶都市公園等維持補修諸工事
3,949,000円
⑷都市公園等改良改修諸工事
15,299,174円
⑸臨時駐車場原状回復工事
176,000円
⑹臨時駐車場整備工事
9,691,000円
《児童遊園整備費用》　20,378,270円
⑴施設修繕料
3,207,050円
⑵児童遊園遊具等撤去工事
462,990円
⑶児童遊園維持補修諸工事
1,496,000円
⑷児童遊園改良改修諸工事
15,212,230円

Ｂ 継続
引き続き、都市公園、児童遊園等
の施設修繕及び改良改修を適切に
行う。

みどりと公園課

6
こどもの居場所づく
りの活動支援

ＮＰＯ法人やボランティア団体等が、地域の
交流促進や孤食の改善、経済的に苦しい家庭
のこどもなどに対する食事の提供などを目的
に行う「こども食堂」等の「こどもの居場
所」の設置や活動に当たって、情報提供や広
報支援等を行う。

市のホームページや窓口での掲示などで
情報提供や広報支援等を行った。

Ｂ 継続
引き続き、市のホームページや窓
口での掲示などで情報提供や広報
支援等を行う。

こども支援課

7
児童センター事業の
充実

こどもに豊かな生活を提供できるようスポー
ツ、文化、レクリエーション等の多彩なプロ
グラムを展開する。また、プログラムの策定
に当たっては、こどもの参画を推進する。

新座市児童センター及び福祉の里児童セ
ンターの運営、管理を指定管理者のNPO
法人に委託した。

・新座市児童センター
利用者数：62,572人
主な事業：「こども参画事業（かえっこ
バザール、かえっこ　こども会議）」
「アウトリーチ事業（どこでも児童
館）」「要支援児童事業（緊急食糧支
援、フードパントリー、ほっこりごは
ん）」など
事業開催回数・参加者数：延べ1,566
回、26,928人

・福祉の里児童センター
利用者数：40,615人
主な事業：「こどもの遊びとまなび事業
（里のソトプレ！、親子で遊ぼう！mini
ぐんぐん「こども参画事業（かえっこバ
ザール、里ランド～こどもたちが作る遊
びのテーマパーク）」「要支援児童事業
（はぁとＢＯＸ、フードパントリー）」
「親子のサークル活動事業（里のなかま
ほいく）」など
事業開催回数・参加者数：延べ1,283
回、20,972人

Ｂ 継続
指定管理者として引き続きＮＰＯ
法人新座子育てネットワークに運
営を委託する。

こども支援課
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　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために
　基本施策6　児童虐待防止の強化

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

令和7年4月こども家庭センターを設置
合同ケース会議　13回
ケース件数　　　95件

Ｂ 継続

妊産婦、子育て世帯、こどもを包
括的に支援し、母子保健と児童福
祉の連携・協働を深め、虐待への
予防的な対応から子育てに困難を
抱える家庭まで、個々の家庭に応
じた支援を切れ目なく、漏れなく
実施する。

こども安全課

令和7年4月からこども家庭センターが設
置され、こども安全課及び統括支援員と
連携、協働し、妊産婦、子育て世帯、こ
どもへの一体的な相談支援を行った。

合同ケース会議　13回　95件

Ｂ 継続
こども安全課及び統括支援員と連
携、協働し、妊産婦、子育て世
帯、こどもへの一体的な相談支援
を行う。

保健センター

2
養育に関する訪問支
援

子の養育に関して特に支援が必要である家庭
を訪問し、育児、家事などの支援を行う。

利用者数　0件
支援者研修会1回実施

Ｂ 継続

養育支援の必要な家庭に、保健
師、助産師、保育士、ホームヘル
パーが訪問し、助言や援助を行
う。

こども安全課

実務者会議：12回
個別ケース検討会議：5回

Ｂ 継続
・実務者会議（年12回実施）
・個別ケース検討会議（随時実
施）

こども安全課

毎月の要保護児童対策地域協議会実務者
会議に出席した。
また、随時、関係機関との連携や適切な
対応を図った。

Ｂ 継続

毎月の要保護児童対策地域協議会
実務者会議に出席する。
また、随時、関係機関との連携や
適切な対応を図る。

保健センター

毎月の要保護児童対策地域協議会実務者
会議に出席した。
また、随時、関係機関との連携や適切な
対応を図った。

Ｂ 継続

毎月の要保護児童対策地域協議会
実務者会議に出席する。
また、随時、関係機関との連携や
適切な対応を図る。

教育支援課

児童虐待の防止及び対応のための効果的な援
助方法等を協議し、実践するため、支援者向
けの研修を実施する。

代表者会議：1回
代表者研修会：1回

Ｂ 継続
・代表者会議（会議、研修会）を
年に一度開催し、児童虐待防止に
ついて理解を深めていく。

こども安全課

民生委員・児童委員などが参加する学校懇談
会で情報交換を行い、地域での要保護児童の
見守りなどで連携を図る。

市内各小・中学校の教員と地域の民生委
員・児童委員との懇談会による情報交換
と、その後における地域での要保護児童
の見守りなどの連携を図った。

Ｂ 継続

市内各小・中学校の教員と地域の
民生委員・児童委員との懇談会に
よる情報交換と、その後における
地域での要保護児童の見守りなど
の連携を図る。

教育支援課

要保護児童対策地域協議会でこどもや家族へ
の援助の方法や対策を協議し、福祉、保健、
医療、教育、警察など関係機関が連携して適
切な対応を図る。

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

3
要保護児童に対する
支援

1
こども家庭センター
の設置・運営

児童福祉法による「子ども家庭総合支援拠
点」と、母子保健法による「子育て世代包括
支援センター」の両機能を維持した上で組織
を見直し、すべての妊産婦、子育て世帯、こ
どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する
「こども家庭センター」を設置・運営する。

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

4 里親家庭への支援
養育技術の向上及び会員の交流を図るため、
所沢児童相談所と協力し、里親に対して研修
や交流の場を提供する。

市内里親の研修や交流の場を提供した。
  5月26日：地区定期総会
　1月25日：親睦研修会
令和8年
　1月31日：朝霞地区四市里親会合同研
修会

Ｂ 継続
市内里親の研修や交流の場を提供
する。 こども安全課

地域子育て支援センター及び利用者支援
事業（基本型）において、子育てに関す
る相談に対応する上で、必要に応じて関
係機関と連携して支援を行った。

Ｂ 継続

引き続き、地域子育て支援セン
ターや利用者支援事業などの取組
により、妊娠期から子育て期まで
を切れ目なく支援することで、児
童虐待を予防する。

こども支援課

利用者支援事業（こども家庭センター
型）では、妊娠届出及び母子健康手帳の
交付時に、専門職である母子保健コー
ディネーターを配置し、面接による相談
支援及び支援が必要な妊婦への電話等に
よる継続支援を実施した。必要時、地区
担当保健師等と連携し、産前の支援を
行った。
また、母子保健と児童福祉の連携を深
め、子育て家庭に対する切れ目ない支援
を一体的に実施した。

・妊娠届出件数　1,048 件
・面接交付件数　1,044件
・電話支援件数　522件
・要支援妊婦（継続支援）322件
・合同ケース会議　13回　95件

Ｂ 継続

利用者支援事業（こども家庭セン
ター型）では、妊娠届出及び母子
健康手帳の交付時に、専門職であ
る母子保健コーディネーターが面
接交付による相談支援、電話支援
を継続して実施する。必要時、地
区担当保健師等と連携し、産前の
支援を行う。
また、母子保健と児童福祉の連携
を深め、子育て家庭に対する切れ
目ない支援を一体的に実施する。

保健センター

6
CCPA版親と子の関係
を育てるペアレン
ティングプログラム

保護者がこどもの気持ちや具体的な関わりを
学び、親としての自信を育て、自己肯定感を
育むプログラム（CCPA版親と子の関係を育て
るペアレンティングプログラム）を実施す
る。このプログラムを通じて児童虐待を予防
する。

CCAP版親と子の関係を育てるペアレン
ティングプログラム®～未来ステップ～
1クール全7回開催
参加者8名

Ｂ 継続
暴言や暴力を使わずに親と子の関
係を育てる効果的な言葉をかけ学
ぶプログラムを実施する。

こども安全課

5
虐待防止のための各
種取組

地域子育て支援センターや、利用者支援事業
などの取組により、妊娠期から子育て期まで
を切れ目なく支援することで、児童虐待を予
防する。
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　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために
　基本施策7　発達支援・障がい児施策の充実

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

育児、養育や成長に伴って発生する問題等に
ついて、専門の相談員が相談に応じる。

家庭における適切な児童の養育と養育に
関して発生する児童の問題の解決を図る
ため、家庭児童の福祉に関して相談を受
けた。

相談件数延べ8,118件

Ｂ 継続

家庭における適切な児童の養育と
養育に関して発生する児童の問題
の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して相談を受ける

こども安全課

3歳児健康診査の会場で保護者からの相談に応
じる。

3歳児健康診査の会場で、保護者からの
相談に応じた。

Ｂ 継続
3歳児健康診査の会場で保護者から
の相談に応じる。

こども安全課

保健センターで実施する健康診査（1歳6か月
児健康診査や3歳児健康診査）を視察し、乳幼
児の発達を知り、乳幼児保育に役立てる。

市内公立保育園（6園）及びアシタエー
ルの保育士による健康診査の視察を実施
した。

Ｂ 継続
市内公立保育園（6園）及びアシタ
エールの保育士による健康診査の
視察を実施する。

保育課

保育所等訪問支援サービスにより、福祉と
教育及び保育の連携は強化されている。ま
た、新座市地域自立支援協議会子ども部会
において、児童発達支援サービスに係る会
議を年3回、保育所等訪問支援サービスに係
る会議を年3回、放課後等デイサービスの事
業所も含む全体の会議を年6回実施し、障が
い児のインクルーシブに係る課題を含む課
題抽出を行った。

Ｂ 継続

新座市地域自立支援協議会子ども
部会において、障がいのあるこど
もが地域の保育園、学校に通い、
共に育つことができるよう福祉と
保育、教育の連携強化に努める。
また、同部会保育所等訪問支援部
門において、福祉の視点から環境
整備のための課題抽出を行う。

障がい者福祉課

保育所等訪問支援事業（令和7年度実
績）
面談　        21件
事前訪問　 　 7件
新規契約　　  1件
訪問支援　  79件
電話支援　　  0件

Ｂ 継続

公立保育園に出向いて交流を図る
「保育園交流」を引き続き実施す
る。また、保育所等訪問支援事業
も引き続き行い、地域施設でのサ
ポート体制の強化を図る。

児童発達支援センター

指導員の資質向上のため、研修等を実施
した。
給食調理員研修会20,000円
研修委員講演会20，000円
障がい児保育研究会講演会20，000 円
障がい児保育研究会事例研究会40， 000
円

Ｂ 継続

指導員の資質向上のため、研修等
を実施する。
給食調理員研修会20,000円
 研修委員講演会20，000円
 障がい児保育研究会講演会20，
000円
 障がい児保育研究会事例研究会
30， 000円

保育課

野火止小学校、東野小学校、栄小学校、
新座小学校、第二中学校、第六中学校に
おいて、屋外トイレの更新を行い、バリ
アフリートイレを整備した。

Ｂ 継続

第四小学校、池田小学校及び東北
小学校の改修工事の一環でエレ
ベーターの設置、段差解消等を行
う（東北小学校は令和9年度完成予
定）
野火止小学校についても上記整備
に向けて設計を行う
東北小学校、石神小学校、新座中
学校において、屋外トイレの更新
を行い、バリアフリートイレの整
備を行う。

教育総務課

担当課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考

育児、養育に関する
支援

1

保育、教育、福祉、保健、医療の連携を強化
し、障がいのあるこどもが地域の保育園、学
校に通い、共に育つことができるよう、学ぶ
環境の整備を図るとともに、施設と心のバリ
アフリー化を推進する。
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
担当課No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考

市内在籍小・中学校への巡回相談を未就
学児にも行い、連携を図った。
配慮が必要な園児の就学の際には、保育
園・幼稚園・施設・病院等との連携を
図った。
特別支援教育コーディネーター研修会、
特別支援学級等担任者研修会で各機関と
の連携について研修を行った。また、校
長会で関係機関との連携について呼び掛
けた。

Ｂ 継続

市内在籍小・中学校への巡回相談
を未就学児にも行い、連携を図
る。
配慮が必要な園児の就学の際に
は、保育園・幼稚園・施設・病院
等との連携を図る。
特別支援教育コーディネーター研
修会、特別支援学級等担任者研修
会で各機関との連携について研修
を行う。また、校長会で関係機関
との連携について呼び掛ける。

教育支援課

障がいのあるこどもや共に育つことの重要性
について、教職員の理解を深めるために研修
会等を開催する。

特別支援教育コーディネーター研修会、
特別支援学級担任者研修会等でインク
ルーシブ教育や合理的配慮について研修
を行った。

Ｂ 継続

特別支援教育コーディネーター研
修会、特別支援学級担任者研修会
等でインクルーシブ教育や合理的
配慮について研修を行う。

教育支援課

障がい児保育の充実を図るとともに、障がい
児保育をめぐる諸問題についての研究・協議
を進める。

障がい児保育研究会講演会及び障がい児
保育研究会事例研究会について予定どお
り実施した。

Ｂ 継続
障がい児保育研究会講演会及び障
がい児保育研究会事例研究会につ
いて予定どおり実施する。

保育課

障がいのあるこどもに関する相談に応
じ、適切なサービスの導入や教育相談等
へつなぐことに努めた。

Ｂ 継続
障がいのあるこども等に関する相
談に応じ、教育相談を含め、適切
なサービスの提案に努める。

障がい者福祉課

こども安全課（家庭児童相談室を含む）
では、適切な相談活動ができるように、
障がい者福祉課、保健センター、教育相
談センター等と連携を図り、相談機能の
強化を図った。

Ｂ 継続

こども安全課（家庭児童相談室を
含む）では、適切な相談活動がで
きるように、障がい者福祉課、保
健センター、教育支援課等と連携
を図り、相談機能の強化を図る。

こども安全課

保育方針に役立てるため、言語・心理・
療育3分野での有資格者による巡回相談
を希望園で実施し、障がい児保育に関し
てサポートを行った。
Ｒ7年度：言語相談34回、心理相談39
回、療育相談24回

言語相談謝礼金20,000円×34回、
心理相談謝礼金20,000円×39回

Ｂ 継続

保育方針に役立てるため、言語・
心理・療育3分野での有資格者によ
る巡回相談を希望園で実施し、障
がい児保育に関してサポートを行
う。
Ｒ8年度：言語相談38回、心理相談
45回、療育相談22回

言語相談謝礼金20,000円×38回、
心理相談謝礼金20,000円×45回

保育課

保健センターでは、適切な相談支援がで
きるように、障がい者福祉課、こども支
援課、教育相談センター等と連携を図
り、相談機能の充実を図った。

Ｂ 継続

保健センターでは、適切な相談支
援ができるように、障がい者福祉
課、こども安全課、教育相談セン
ター等と連携を図り、相談機能の
充実を図る。

保健センター

未就学児の就学相談に係る説明会を年2
回行った。
子ども部会で就学相談の進め方について
関係機関に周知し、適切に進められるよ
う体制を整えた。

Ｂ 継続

未就学児の就学相談に係る説明会
を年2回行う。
子ども部会で今年度の就学相談の
進め方について関係機関に周知
し、適切に進められるよう体制を
整える。

教育支援課

福祉事務所や保健センター等の関係機関の相
談機能を強化するとともに、教育相談セン
ターでは、より気軽に相談できる体制の整備
充実を図る。

障がいのあるこども
達への教育・保育事
業の充実

2
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
担当課No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考

3
地域における障がい
児への総合的な支援

地域の障がい児支援の拠点となる児童発達支
援センター（アシタエール）において、障が
い児通所支援事業及び早期療育教室を実施す
る。また、保育施設や学校等に通う障がい児
を支援するための訪問事業や、保護者からの
相談に対応する体制を整備する。

親子教室　実施日　月曜日（月2回～3
回）
令和7年度実績（5月～2月）　　54組
こどもの発達に関する相談
令和7年度実績（来所・電話相談）
実件数　616件（延べ件数　985件）

Ｂ 継続

親子教室を実施し、早期療育に努
める。また通所児童や保護者への
発達支援や相談支援を継続的に行
うほか、今後も保育所等訪問支援
事業を強化させ、個々にだけでは
なく施設に対しての相談支援も実
施し、サポート体制の強化を図
る。

児童発達支援センター

4
公立保育園との交流
事業

児童発達支援センター（アシタエール）に通
うこどもたちが、保育園の大きい集団の中で
生活体験を広げるため、生活する地域の公立
保育園の希望するクラスの保育に参加する。

児童発達支援センター（アシタエール）
に通うこどもたちが、保育園の大きい集
団の中で生活体験を広げるため、生活す
る地域の公立保育園で交流保育を実施し
た。

Ｂ 継続

児童発達支援センター（アシタ
エール）に通うこども達が、保育
園の大きい集団の中で生活体験を
広げるため、生活する地域の公立
保育園で交流保育を実施する。

保育課

5
保育施設における加
配職員への補助

障がい児など配慮が必要なこどもへの対応の
ために職員を加配する施設への補助を行う。

各法人保育園において、加配の必要なこ
どもに職員を加配した場合、加配職員1
人当たり月額190,000円-療育支援加算額
の補助を実施する。
実施園：20園
対象児童数：68人
対象職員数：36人

Ｂ 継続
障がい児など配慮が必要なこども
への対応のために追加で職員を配
置している施設への補助を行う。

保育課

6
医療的ケア児の受入
れを行う保育施設に
対する支援

医療的ケア児の受入れのために看護師等の配
置を行う保育施設への補助を行う。

看護師等を配置し、医療的ケア児を保育
する保育所等への補助を行った。
実施施設　保育園1施設
補助金額　4,446,862円

Ｂ 継続

看護師等を配置し、医療的ケア児
を保育する保育所等への補助を行
う。
実施施設　保育園1施設

保育課

当該協議の場である新座市医療的ケア児
支援事業検討会議を年2回(+1回は医療的
ケア児等コーディネーターのみ参加の会
議)開催した。

Ｂ 継続

新座市医療的ケア児支援事業検討
会議を2回開催予定で、内1回は医
療的ケア児等コーディネーターの
み参加の会議としている。災害時
個別支援計画作成の進め方や医療
的ケア児等コーディネーターの役
割を検討したい。

障がい者福祉課

保健センターでは、医療的ケア児につい
て、医療機関等からの情報提供等から、
適切な支援が受けられるよう、関係機関
と連携し、支援を図った。
また、医療的ケア児支援事業検討会議に
出席した。

Ｂ 継続

保健センターでは、新座市医療的
ケア児支援事業検討会議に参加す
るとともに、障がい者福祉課等、
関係機関との連携を図り、相談機
能の充実を図る。

保健センター

8
発達障がい者支援員
の育成

埼玉県が実施している発達障がいの専門研修
に保育、福祉、保健等の職員が参加すること
により、発達障がいに関する各種相談に対応
できる発達支援マネージャーを育成する。

発達支援マネージャー研修修了者2名
発達支援サポーター研修修了者14名

Ｂ 継続
障がい者福祉課から4名の発達支援
マネージャー研修修了を目標とす
る。

障がい者福祉課

9

放課後児童保育室に
おける障がいのある
こどもの受入れへの
配慮

保護者や学校にヒアリングを行い、支援員の
加配の必要性の検討を行うとともに、円滑な
受入れを行うため、支援員を対象とした専門
的知識の習得を図るための研修を実施する。

保護者や該当児童の担任にヒアリングを
行い支援員の加配の必要性の検討と配置
を行った。
要配慮児童87名を受け入れた。

Ｂ 継続

保護者や学校にヒアリングを行
い、支援員の加配の必要性の検討
を行うとともに、円滑な受入れを
行うため、支援員を対象とした専
門的知識の習得を図るための研修
を実施する。

保育課

7
地域における医療的
ケア児の支援体制の
整備

保育、教育、福祉、保健、医療等の関係機関
が連携を図るための協議の場（新座市医療的
ケア児支援事業検討会議）にて、医療的ケア
児が適切な支援を得られるよう支援体制の整
備を進める。
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
担当課No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考

10
発達に課題があるこ
どもへの学校におけ
る支援

すべての市立小・中学校に特別支援教育コー
ディネーターを配置し、発達障がいなどの課
題を抱える生徒を支援したり、関係機関との
連携を図る。

特別支援教育支援員を全小中学校に1～2
名配置した。市内全体では特別支援教育
支援員を39名配置した。

Ｂ 継続

特別支援教育支援員を全小中学校
に1～2名配置する。市内全体では
特別支援教育支援員を40名配置す
る。

教育支援課

11
市立小・中学校への
介助員の配置

肢体不自由で車椅子等を使用する児童・生徒
が学校生活を円滑に送るために介助員を配置
する。

介助が必要な児童生徒に対して、学校生
活を円滑に送るために介助員を配置し
た。

Ｂ 継続
介助が必要な児童生徒に対して、
学校生活を円滑に送るために介助
員・介助支援員を配置する。

教育支援課

12
市立小・中学校への
医療的ケア児のため
の学校看護師の配置

医療的ケアを必要とする児童・生徒が学校生
活を円滑に送るために学校看護師を配置す
る。

「学校における医療的ケアの実施等に関
するガイドライン」を策定し、年2～3回
医療的ケア実施運営協議会を開催するな
ど、学校看護師の配置体制を整えた。

Ｂ 継続

「学校における医療的ケアの実施
等に関するガイドライン」を策定
し、年2～3回医療的ケア実施検討
会議を開催して、学校看護師の配
置体制を整える。

教育支援課
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　基本目標Ⅰ　すべての子どもが健やかに、幸せに育つことを応援するために
　基本施策8　貧困対策の推進

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

生活困窮状態の世帯のこどもの学びをサポー
トするため、学習支援事業を実施する。

小学生
学習教室実施回数　　　　82回
参加者実人数　　　　　　　20人
家庭訪問による支援　　　24人

中高生
学習教室実施回数　　　　44回
参加者実人数　　　　　　　23人
家庭訪問による支援　　　47人

Ｂ 継続
引き続き、生活困窮状態の世帯の
こどもの学びをサポートするた
め、学習支援事業を実施する。

生活支援課

被保護世帯等のこどもが健全に育成されるよ
う、生活習慣や育成環境の改善等を支援する
ため、子ども育成支援相談員を配置する。

支援世帯（実世帯数）　6世帯

支援目的（延べ世帯数）
（１）幼児養育　6世帯
（2）学校家庭　4世帯
（3）進路進学　3世帯
（4）健康問題　6世帯
（5）住環境　0世帯
（6）生活全般　0世帯
（7）その他　0世帯

活動内容（延べ回数）
（１）訪問指導　21回
（2）来所助言　15回
（3）経過観察　294回
（4）関係機関との連携　402回
（5）病状調査　0回
（6）ケースカンファレンス　10回
（7）その他　 7回

Ｂ 廃止

令和6年度から開始した子
どもの学習支援事業委託
（ジュニアアスポート）に
より、子どもの育成支援事
業の支援対象者が重なって
いたことから支援対象児童
数の減少があったため。

子ども育成支援相談員の配置は行
わない。

生活支援課

2
こどもの居場所づく
りの活動支援

ＮＰＯ法人やボランティア団体等が、地域の
交流促進や孤食の改善、経済的に苦しい家庭
の子どもなどに対する食事の提供などを目的
に行う「こども食堂」等の「こどもの居場
所」の設置や活動に当たって、情報提供や広
報支援等を行う。

市のホームページや窓口での掲示などで
情報提供や広報支援等を行った。

Ｂ 継続
引き続き、市のホームページや窓
口での掲示などで情報提供や広報
支援等を行う。

こども支援課

3
ひとり親家庭相談の
充実

ひとり親家庭に関する相談に応じ、関係機関
の紹介などを行う。

・電話・面接・同行訪問等による支援・
相談、母子及び父子並びに寡婦福祉資金
貸付の進達事務。
相談件数　79人（新規）
相談内容　生活援護（貸付、社会資源、
生活相談等）延べ166件
自立援助（家庭内紛争、離婚問題、就業
支援、他）延べ414件

Ｂ 継続
ひとり親家庭等に関する相談に応
じ、助言指導や関係機関の紹介・
連携等を行う。

こども安全課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課

生活困窮世帯及び 生
活保護世帯のこども
への支援

1
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

4
ひとり親自立支援プ
ログラムの策定

ひとり親家庭の母又は父の自立を促進するた
め、ひとり親自立支援プログラム策定員が
個々のひとり親家庭の実情に応じた自立支援
プログラムを策定する。また、必要に応じて
生活保護受給者等就労支援事業を活用し、公
共職業安定所等と緊密に連携し、きめ細やか
で確実な就業・自立支援を行う。

・ひとり親自立支援プログラム策定（新
規）件数　11件
支援件数
相談後就職・転職：延べ2件、ハロー
ワークへの支援要請：延べ2件、他福祉
制度等利用者：延べ6件、ハローワーク
への同行支援：延べ2件
・ひとり親自立支援プログラム策定（継
続）件数　7件
支援件数
相談後就職・転職：延べ0件、ハロー
ワークへの支援要請：延べ0件、他福祉
制度等利用者：延べ6件、ハローワーク
への同行支援：延べ0件

Ｂ 継続

ひとり親家庭の母又は父の自立を
促進するため、ひとり親自立支援
プログラム策定員が個々の状況に
応じた自立・就業支援のための支
援計画書を策定し、ハローワーク
等と連携を図り、自立、就業支援
を行う。また、相談者が自立目標
を達成した後のアフターケアを行
う。

こども安全課

5
ひとり親家庭への就
業支援

雇用保険制度に基づく教育訓練給付を受ける
資格のないひとり親家庭の母又は父に対し、
就職に必要な資格などを得るための教育訓練
講座受講費用の一部を支給する。また、ひと
り親家庭の母又は父の就労に直結する資格取
得を促進するため、6月以上養成機関などで修
業する場合に、生活を支援する目的で給付金
を支給する。

・新座市ひとり親家庭自立支援教育訓練
給付金事業
事前相談2件、指定申請2件、支給申請0
件
・新座市ひとり親家庭高等職業訓練促進
資金給付金等事業
支給人数：7人、支給月：延べ62月、修
了支援給付：1件

Ｂ 継続

雇用保険制度における教育訓練給
付受給資格が無いひとり親家庭の
母又は父に対し、就労のために教
育訓練講座受講料の一部を給付す
る。また、ひとり親家庭の母又は
父が、経済的な自立に効果的な資
格取得のために6月以上養成機関で
修業する場合に、生活費を援助す
る目的で給付金を支給する。

こども安全課

6
就学に掛かる経費の
援助

経済的な理由により就学が困難と認められる
場合に、保護者に対し、小・中学校で掛かる
経費（学用品費、学校給食費、林間学校費、
修学旅行費等）を支給する。

小学校
　認定数　696人
　決算額　48,563,898円
中学校
　認定数　476人
　決算額　61,460,452円
合計
　認定数　１１72人
　予算額　110,024,350円

Ｂ 継続

小学校
　認定数　72１人
　予算額　69,019,000円
中学校
　認定数　469人
　予算額　73,552,000円
合計
　認定数　１１90人
　予算額　142,571,000円

学務課
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　基本目標Ⅱ　すべての親が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できることを応援するために

　基本施策1　安心して妊娠・出産・子育てができる切れ目のない支援

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

令和7年4月こども家庭センターを設置
合同ケース会議　13回
ケース件数　　　95件

Ｂ 継続

妊産婦、子育て世帯、こどもを包
括的に支援し、母子保健と児童福
祉の連携・協働を深め、虐待への
予防的な対応から子育てに困難を
抱える家庭まで、個々の家庭に応
じた支援を切れ目なく、漏れなく
実施する。

こども安全課

令和7年4月からこども家庭センターが設
置され、こども安全課及び統括支援員と
連携、協働し、妊産婦、子育て世帯、こ
どもへの一体的な相談支援を行った。

合同ケース会議　13回　95件

Ｂ 継続

こども安全課及び統括支援員と連
携、協働し、妊産婦、子育て世
帯、こどもへの一体的な相談支援
を行う。

保健センター

2
母子健康手帳交付時
の助産師による面談

保健センターでの妊娠届出時に保健師、助産
師が面談を行い、妊婦の悩みや不安を把握す
ることで妊娠初期からの支援につなげる。

妊娠届出及び母子健康手帳の交付時に、
専門職である母子保健コーディネーター
を配置し、面接による相談支援及び支援
が必要な妊婦への継続支援を実施した。

・妊娠届出件数　1,048 件
・面接交付件数　1,044件
・電話支援件数　522件
・要支援妊婦（継続支援）322件

Ｂ 継続

保健センターでの妊娠届出及び母
子健康手帳交付時に、妊娠中の体
調や出産、産後について心配が軽
減されるよう、母子保健コーディ
ネーターによる面接、相談を実施
する。

保健センター

3 父子手帳の配布
妊娠、出産、育児に対する心構え、協力の仕
方など父親向けの育児情報を提供する。

必要な育児知識の普及を図るとともに、
積極的な育児参加を促すため、妊娠届出
時に第1子出産予定の方及び希望者に配
布した。
配布数　495冊

Ｂ 拡大

必要な育児知識の普及を図るとと
もに、積極的な育児参加を促すた
め、妊娠届出時に全員に配布す
る。

保健センター

4
妊婦健康診査受診費
用の負担軽減

妊婦健康診査の受診率を高めることを目的
に、妊娠届出時に、母子健康手帳と併せて14
回分の妊婦健康診査助成券を交付する。

妊娠中及び産後の母子の異常を早期に発
見し、適切な保健指導を行うため、委託
医療機関及び委託助産所において健康診
査を実施した。委託医療機関等以外で受
診した場合には、償還払いで助成した。
妊婦健康診査
　受診者数　1～14回目　延べ11,946人
　その他の検査等
　受診者数       延べ　8,251人
 (1)Ｂ型肝炎抗原検査（ＨＢＳ）　918
人
 (2)Ｃ型肝炎抗体検査（ＨＣＶ) 　918
人
 (3)ＨＩＶ抗体検査  916人
 (4)子宮頸がん検査　881人
 (5)ＨＴＬＶ－1抗体検査　922人
 (6)性器クラミジア検査　908 人
 (7)風疹ウイルス抗体検査　918人
 (8)多胎児助成金　2人
（9）新生児聴覚スクリーニング検査
936人
（10）産婦健康診査　932人

Ｂ 拡大

妊娠届出及び母子健康手帳交付時
に、妊婦健康診査等助成券を交付
し、委託医療機関及び委託助産所
において健康診査を実施する。

令和8年度から産婦
健康診査の助成回
数を1回から2回に
増やす。

保健センター

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

こども家庭センター
の設置・運営

児童福祉法による「子ども家庭総合支援拠
点」と、母子保健法による「子育て世代包括
支援センター」の両機能を維持した上で組織
を見直し、すべての妊産婦、子育て世帯、こ
どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する
「こども家庭センター」を設置・運営する。

1

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

妊娠・出産、子育てに関する悩み等に対し
て、看護師、保健師、助産師等の専門職が、
不安や悩みを傾聴し、相談支援（寄り添い）
を行う。また、地域の母親同士の交流を促
し、妊産婦が家庭
や地域における孤立感を軽減し（孤立感の解
消）、安心して妊娠期を過ごして、育児に臨
めるようサポートする。

助産師が産後の体調や育児などの相談支
援を行った。
産前・産後サポート事業
参加型　24件

パパママ学級及び育児学級のプログラム
において、参加者同士の交流目的のフ
リートークタイム等を設けているが、感
染状況を注視しながら実施した。
パパママ学級：延べ379人
育児学級：延べ200人

Ｂ 継続

助産師等が産前・産後の体調や育
児などの相談支援を実施する。

パパママ学級及び育児学級のプロ
グラムを通して、地域の親子の交
流を促し、家庭や地域において安
心して妊娠・出産、子育てに臨め
るようサポートする。

保健センター

出産後から生後2か月未満のこどものいる家庭
を対象に、沐浴や授乳等の育児に関わるサ
ポートを行う。

ファミリー・サポート・センター事業に
おいて産後育児サポートを実施した。
実施回数13回、利用人数3人

Ｂ 継続
ファミリー・サポート・センター
事業において産後育児サポートを
実施する。

こども支援課

親族などから家事の援助を受けられない出産
直後のお母さんを対象に、ホームヘルパーを
派遣し、日常の家事援助を行う。

親族などから家事援助を受けられない出
産直後（退院日を含めて30日以内）の母
親のいる家庭に委託によりヘルパーを派
遣し家事援助を行った。
派遣件数15件、合計派遣日数112日間

Ｂ 継続

親族などから家事援助を受けられ
ない出産直後（退院日を含めて30
日以内）の母親のいる家庭に、委
託によりヘルパーを派遣し家事援
助を行う。

こども支援課

第1子出産予定の母親とその家族を対象に、妊
娠、出産、育児について学ぶ場を提供するこ
とで、育児不安の解消や地域の仲間づくりに
寄与する。

第一子出産予定の妊婦とその家族を対象
にパパママ学級を8回開催し、延べ379人
が参加した。
また、参加を見合わせたい方で学級テキ
ストを希望する妊婦には、郵送対応を
行った。

Ｂ 継続

保健師、助産師から第1子出産予定
の母親とその家族を対象に妊娠、
出産、育児について学ぶ場を提供
する。

保健センター

生後2～4か月の第1子を持つ保護者を対象に、
育児に関する知識や地域の情報を学ぶ場を提
供する。

育児学級を年12回開催し、保健師、栄養
士から育児に関する知識や地域の相談窓
口等の情報提供を行った。
育児学級：延べ200人

Ｂ 継続

育児学級を年12回開催し、保健
師、栄養士から育児に関する知識
や地域の相談窓口等の情報提供を
行う。

保健センター

夫婦が協力して出産、育児に臨めるよう父親
の育児参加を促進する。

第一子出産予定の妊婦とその家族を対象
にパパママ学級を8回開催し、延べ379人
が参加した。
生後2～4か月の第1子を持つ保護者を対
象に、育児学級を12回開催し、延べ200
人が参加した。
また、参加を見合わせたい方で学級テキ
ストを希望する両学級の対象者には、郵
送対応を行った。
主な事業：パパママ学級、育児学級等

Ｂ 継続

パパママ学級や育児学級のプログ
ラムを通して、保健師、栄養士、
助産師から育児に関する知識につ
いて学ぶ場を提供し、夫婦が協力
して出産、育児に臨めるよう促進
する。また、地域の相談窓口等の
情報提供を行う。

保健センター

7
乳児がいるすべての
家庭への訪問サポー
ト

生後4か月までの乳児がいるすべての家庭を保
健師や助産師が訪問し、乳児の体重測定、育
児や母親の体調に関する相談及び母子保健
サービスの情報提供を行う。

生後4か月までの乳児がいる家庭を対象
に、保健師や助産師が赤ちゃん訪問を
行った。
また、赤ちゃん訪問を受けていない生後
4か月までの乳児がいる家庭には「こん
にちは赤ちゃん」訪問を行った。
赤ちゃん訪問　939件
こんにちは赤ちゃん訪問　9件

Ｂ 継続

生後4か月までの乳児がいる家庭を
対象に、保健師や助産師が訪問
し、乳児の体重測定、育児や母親
の体調に関する相談及び母子保健
サービスの情報提供を実施する。

保健センター

産前・産後期のサ
ポートの充実

5

第1子を迎える家庭へ
の支援

6
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

8
乳幼児に関する相談
の充実

保健師、助産師、栄養士、歯科衛生士がこど
もの発育・発達、育児、栄養や歯みがきのこ
となどの相談に応じる。

保健センターにて、保健師、助産師、栄
養士、歯科衛生士による乳幼児相談を年
12回実施した。
相談者数177名
（内訳：乳児101人、幼児76人）

Ｂ 継続

保健センターにて、保健師、助産
師、栄養士、歯科衛生士による乳
幼児相談を年12回実施する。

保健センター

9
乳幼児健康診査時の
絵本の配布

絵本の読み聞かせを通じて親子のふれあいを
深めるよう、乳幼児健康診査の機会に、赤
ちゃんと保護者にメッセージを伝えながら絵
本をプレゼントする。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、集団検診で行われていた乳幼児健康
診査が個別健診となり、絵本の読み聞か
せの提供場所がなくなったため、令和5
年度、6年度に引き続き令和7年度も中止
となった。
代替として、おすすめの乳幼児絵本のリ
ストを配布した。
また、赤ちゃんおはなし会を実施した。

Ｃ

対面で赤ちゃんと保護者
に、絵本の読み聞かせを通
じて親子のふれあいを深め
るというメッセージを伝え
ることが本事業の目的であ
り、絵本の配布の機会はな
かったが、代替事業として
赤ちゃんおはなし会を実施
し、子どもの読書に関する
啓発を行った。

縮小

新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、集団検診
で行われていた乳幼児健康
診査が個別健診となり、絵
本の読み聞かせの提供場所
がなくなったため、市の財
政状況に鑑み、絵本の配布
は中止とした。

令和8年度も絵本の配布は中止。代
替としておすすめ乳幼児絵本のリ
ストを配布する。
また、赤ちゃんおはなし会を実施
し、こどもの読書に関する啓発を
実施する。

中央図書館

10
子育て支援に関する
総合案内

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や、
保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用
できるように、身近な場所で相談や情報提供
等を行うとともに、関係機関との連絡調整、
連携の体制
づくりを行う。

地域子育て支援センター11か所のうち3
か所に子育て支援コーディネーターを各
1人配置し、子育て家庭等の相談を受け
て、子育て支援に関する情報の提供、子
育て支援サービスや保育所等の利用につ
いての助言・支援を行った。

Ｂ 継続

子育て家庭や妊産婦が、教育・保
育施設や、保健・医療・福祉等の
関係機関を円滑に利用できるよ
う、身近な場所で相談や情報提供
等を行うとともに、関係機関との
連絡調整、連携の体制づくりを行
う。

こども支援課

多胎児育児に関する情報や交流の場を提供す
る。

NPO法人にいざ子育てネットワーク主催
の「びーんずサロン」案内を保健事業等
で周知するとともに、家庭訪問や面接等
で個別に支援を実施した。
また、母子健康手帳交付時に、多胎児育
児に関するリーフレットを配布した。

Ｂ 継続
パパママ学級、育児学級でのグ
ループワーク等通して参加者相互
の交流を図る場を提供します。

保健センター

産後育児サポート事業や子育て支援ヘルパー
派遣により、多胎児の子育てを支援する。

ファミリー・サポート・センター事業に
よる産後育児サポート事業及び委託によ
り子育て支援ヘルパー派遣事業を実施し
た。
多胎児世帯の利用件数　3件

Ｂ 継続

ファミリー・サポート・センター
事業による産後育児サポート事業
及び委託により子育て支援ヘル
パー派遣事業を実施する。

こども支援課

双子、三つ子などの
多胎児の親への支援

11
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　基本目標Ⅱ　すべての親が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できることを応援するために
　基本施策2　多様な保育サービス・子育て支援の充実

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
待機児童解消に向け
た取組

待機児童解消のため、定員が不足している年
齢層等を把握し、ニーズに合わせた施設整備
を行う。

実績なし Ｄ

待機児童対策として定員拡
大を図るために施設整備を
実施する場合は、国庫補助
を活用して施設支援の体制
を整えているが、予定はな
い。

継続
現状、施設整備を行う予定はない
が、引き続き保育ニーズの把握に
努める。

保育課

2
保育士確保のための
取組

保育士確保のため、保育士就職相談会や、処
遇改善等の取組を実施する。

保育士確保のため、ハローワーク朝霞等
と連携し、保育士就職相談会を実施し
た。また、保育施設に対し、保育士の処
遇改善に係る補助金を交付した。
就職相談会（年1回実施）
参加者数　33人
採用者数　 4人

保育士処遇改善に係る補助
実績額　　65,510,000円
対象者数　6551人(延べ人数)

Ｂ 継続
保育士就職相談会や、処遇改善等
の取組をし、保育士確保のための
支援をする。

保育課

3
幼稚園における長時
間預かりの促進

幼稚園利用の推進、保育園の待機児童解消、
子育て家庭の就労機会拡大のため、幼稚園教
育時間の前後や春季･夏季及び冬季休園時に預
かり保育を実施する市内私立幼稚園に対し、
人件費等の補助を行う。

保護者の就労・疾病等により、日中保育
に欠ける幼児に対し、幼稚園教育時間の
前後や春季・夏季及び冬季休園時に預か
り保育を実施した。
市内幼稚園4か所
実績額29，720，000円
延べ人数1，742人（月の実利用人数の年
間合計）

Ｂ 継続

保護者の就労・疾病等により、日
中保育に欠ける幼児に対し、幼稚
園教育時間の前後や春季・夏季及
び冬季休園時に預かり保育を実施
する。

保育課

4 延長保育の充実
保護者のニーズに対応するため、延長保育の
充実を図る。

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の
増加に伴う保育時間の延長に対する需要
に対応するため、保育園等での保育時間
を延長して児童の預かりを行った。
実施施設数
　保育園37施設（公立6、法人31）
　認定こども園1施設
　小規模保育施設23施設
利用児童数
　公立保育園
　　363人／延べ2,440人
　法人保育所等
　　1,310人／延べ31,014人

Ｂ 継続

保護者の就労形態の多様化、通勤
時間の増加に伴う保育時間の延長
に対する需要に対応するため、保
育園等での保育時間を延長して児
童の預かりを実施する。
実施施設数
　保育園37施設（公立6、法人31）
　認定こども園1施設
　小規模保育施設22施設

保育課

5 休日保育の充実
休日の保育の需要に対応するため、保育園に
おける休日保育事業の充実を図る。

新座保育園で実施予定であったが、保育
士不足により、保育の実施ができないた
め、職員が採用できるまで休止とした。

Ｄ

（休止の理由）
新座保育園で実施予定であ
るが、保育士不足により、
保育の実施ができないた
め、職員が採用できるまで
休止とした。

休止又は中止

（休止の理由）
新座保育園で実施予定であ
るが、保育士不足により、
保育の実施ができないた
め、職員が採用できるまで
休止とする。

新座保育園で実施予定であるが、
保育士不足により、保育の実施が
できないため、職員が採用できる
まで休止とする。

保育課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

6
教育・保育施設にお
ける一時預かり事業
の充実

保護者のニーズに対応するため、一時預かり
事業の充実を図る。

【幼稚園型】
　幼稚園に在籍する満3歳以上の児童
で、教育時間の前後又は長期休業日等に
当該幼稚園において一時的に保育を行っ
た。
実施施設数　6施設（長時間預かり4施設
含む）
利用児童数　延べ35,960人

【一般型・余裕活用型】
　保護者の急病や断続的勤務・短時間勤
務等の勤務形態の多様化等に伴い、一時
的に家庭において保育を受けることが困
難となった乳幼児又は幼児について、主
として昼間において保育園その他の場所
で一時預かりを行った。
実施施設数
一般型
　保育園14施設（公立1、法人13）
　小規模保育施設1施設
余裕活用型
　小規模保育施設4施設
利用児童数　延べ5,702人

Ｂ 継続

【幼稚園型】
幼稚園又は認定こども園に在籍す
る満3歳以上の児童で、教育時間の
前後又は長期休業日等に当該幼稚
園又は認定こども園において一時
的に保育を行う。
実施施設数　6施設（長時間預かり
4施設含む）

【一般型・余裕活用型】
保護者の急病や断続的勤務・短時
間勤務等の勤務形態の多様化等に
伴い、一時的に家庭において保育
を受けることが困難となった乳幼
児又は幼児について、主として昼
間において保育園その他の場所で
一時預かりを行う。
一般型
　保育園14施設（公立1、法人13）
余裕活用型
　小規模保育施設　未定

保育課

7
病児・病後児保育の
充実

病後児保育事業の充実を図るとともに、病児
を対象とした預かり事業の導入を検討する。

児童が病気の回復期にあり、保育園等で
の集団保育が困難な期間、当該児童を病
院、保育園等に付設された専用スペース
で看護師等が一時的に保育を行った。
実施施設数　2施設
　保育園1施設、小規模保育施設1施設
利用児童数　延べ31人

Ｂ 継続

児童が病気の回復期にあり、保育
園等での集団保育の困難な期間、
当該児童を病院、保育園等に付設
されたスペースで看護師等が一時
的に保育を行う。
実施施設数　保育園1施設

保育課

8 産休明け保育の充実
出産後の養育者の就労と子育ての両立支援を
図るため、産休明け保育事業の充実を図る。

出産後の養育者の就労と子育ての両立支
援を図るため、産休明け保育事業の充実
を図った。

Ｂ
認可保育園61園中20保育園
で産休明け保育を実施す
る。

継続
認可保育園60園中20保育園で産休
明け保育を実施する。

保育課

9
夜間の預かり事業の
実施検討

保護者の就労などにより、夜間の保育を必要
とする子育て家庭のために夜間預かり事業の
実施を検討する。

夜間預かり事業の実施を検討した。 Ｂ 継続
夜間預かり事業の実施を検討す
る。

保育課

10
こどもの短期間の預
かり事業の実施検討

保護者の疾病等の理由により、家庭での養育
が困難になったこどもを対象とした短期間預
かり事業の実施を検討する。

適切にサービスを実施できる施設がない
ことから、児童相談所の一時保護で対応
した。
利用者数37件

Ｂ 継続
適切にサービスを実施できる施設
がないことから、児童相談所の一
時保護で対応する。

こども安全課

11

認定こども園等への
移行を目指す私立幼
稚園における預かり
保育の促進支援

幼保連携型認定こども園等への移行を見据
え、私立幼稚園が行う長時間預かり保育の運
営費に対する補助を行う。

幼保連携型認定こども園等への移行に向
けて、私立幼稚園が行う長時間預かり保
育の運営費に対する補助を行った。補助
金額29，720，000円

Ｂ 継続

幼保連携型認定こども園等への移
行に向けて、私立幼稚園が行う長
時間預かり保育の運営費に対する
補助を行う。

保育課

12
家庭保育室委託事業
の実施

緊急的な保育施設の利用希望があった場合な
ど、突発的な保育の受け皿となる家庭保育室
への保育事業の委託を実施する。

保護者の就労・疾病等により、保育に欠
ける乳幼児の保育業務を保育室に委託
し、実施した。
市内保育室1か所
令和7年度利用乳幼児延べ58名

Ｂ 継続

緊急的な保育施設の利用希望が
あった場合など、突発的な保育の
受け皿となる家庭保育室への保育
事業の委託を実施する。

保育課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

13
子育て相互援助活動
の充実

ファミリー・サポート・センターに登録して
いる会員同士でこどもの送迎や預かりなどの
援助を行う。すべての援助希望に対応できる
よう、援助会員の拡充を図る。

ファミリー・サポート・センター事業に
おいて会員同士の相互援助活動及び援助
会員登録に必要な講習会を実施した。。
また、引き続き、ＮＰＯ法人に委託して
緊急サポート事業を実施した。

Ｂ 継続

ファミリー・サポート・センター
において、全ての援助希望に対応
できるよう講習会を実施する。
また、ＮＰＯ法人に委託して、緊
急サポート事業を実施する。

こども支援課

14
乳児等通園支援事業
（こども誰でも通園
制度）の実施

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質
な成育環境を整備するとともに、全ての子育
て家庭に対して、多様な働き方やライフスタ
イルにかかわらない形での支援を強化するた
め、現行の幼児教育・保育給付に加え、月一
定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を
問わず時間単位等で柔軟に利用できる通園給
付制度を実施する。

0歳6か月から満3歳未満までの、保育所
等に通っていないこどもを対象に、月10
時間まで、保育所等において支援を行っ
た（令和7年10月開始のため6か月間実施
した）。
実施施設数　13施設
利用児童数　延べ240人
利用時間　　延べ733時間

Ｂ 継続

0歳6か月から満3歳未満までの、保
育所等に通っていないこどもを対
象に、月10時間まで、保育所等に
おいて支援を行う。

実施施設数　16施設

保育課

15
保育施設における加
配職員への補助

障がい児など配慮が必要なこどもへの対応の
ために職員を加配する施設への補助を行う。

各法人保育園において、加配の必要なこ
どもに職員を加配した場合、加配職員1
人当たり月額190,000円-療育支援加算額
の補助を実施した。
実施園：20園
対象児童数：68人
対象職員数：36人

Ｂ 継続
障がい児など配慮が必要なこども
への対応のために追加で職員を配
置している施設への補助を行う。

保育課

16
外国にルーツを持つ
こども等への支援

海外から帰国したこどもや、外国籍のこども
たちが教育・保育施設を円滑に利用できるよ
う、教育・保育施設を運営する事業者や、幼
稚園教諭、保育士に対して、通訳ボランティ
アの紹介や、外国の文化・習慣・指導上の配
慮すべき点に関する研修を実施する。

日本語の理解が困難である園児及び保護
者とのやり取りについては、保育士が翻
訳機器を活用しながら、コミュニケー
ションをとって保育を行った。
通訳を行う保育支援者の配置について
は、各保育現場において、通訳支援者が
必要かどうかを見ながら、配置すること
について検討した。

Ｂ 継続

日本語の理解が困難である園児及
び保護者とのやり取りについて
は、保育士が翻訳機器を活用しな
がら、コミュニケーションをとっ
て保育を行う。通訳を行う保育支
援者の配置については、各保育現
場において、通訳支援者が必要か
どうかを見ながら、配置すること
について検討する。

保育課

17
保育サービス評価の
仕組みの導入検討

保育サービスの評価等の仕組みの導入につい
て、検討を進める。

福祉施設第三者評価の成果・結果の採用
に努めた。

Ｂ 継続
福祉施設第三者評価の成果・結果
の採用に努める。

保育課
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　基本目標Ⅱ　すべての親が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できることを応援するために
　基本施策3　子育て相談・家庭教育支援の充実

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
地域における子育て
相談及び交流拠点の
充実

乳幼児とその保護者、妊婦同士の交流や、子
育てについての相談、助言等の支援を行う地
域子育て支援センターの充実を図る。

乳幼児とその保護者、妊婦同士の交流や
子育てについての相談、助言等の支援を
行う地域子育て支援センターの充実を
図った。

Ｂ 継続

乳幼児とその保護者、妊婦同士の
交流や子育てについての相談、助
言等の支援を行う地域子育て支援
センターの充実を図る。

こども支援課

2
重層的支援体制整備
事業の実施

子育て家庭を含め、地域住民の複雑化・複合
化した支援ニーズに対応する包括的な支援体
制を整備するため、相談支援、参加支援事
業、地域づくり事業を一体的に実施する重層
的支援体制整備事業を実施する。

令和8年度からの重層的支援体制整備事
業の実施に向けて、事業に関連する会議
を開催しながら移行準備事業を実施し
た。

包括的な支援体制検討会議
3回開催
重層的支援会議
2回開催

Ｂ

計画どおり移行準備事業を
進め、令和8年度から重層
的支援体制整備事業を開始
できたため

継続

子育て家庭を含め、地域住民の複
雑化・複合化した支援ニーズに対
応する包括的な支援体制を整備す
るため、相談支援、参加支援事
業、地域づくり事業を一体的に実
施する重層的支援体制整備事業を
実施する。

福祉政策課

令和7年4月こども家庭センターを設置
合同ケース会議　13回
ケース件数　　　95件

Ｂ 継続

　妊産婦、子育て世帯、こどもを
包括的に支援し、母子保健と児童
福祉の連携・協働を深め、虐待へ
の予防的な対応から子育てに困難
を抱える家庭まで、個々の家庭に
応じた支援を切れ目なく、漏れな
く実施する。

こども安全課

令和7年4月から新座市こども家庭セン
ターが設置され、こども安全課及び統括
支援員と連携、協働し、妊産婦、子育て
世帯、こどもへの一体的な相談支援を
行った。

合同ケース会議　13回　95件

Ｂ 継続
こども安全課及び統括支援員と連
携、協働し、妊産婦、子育て世
帯、こどもへの一体的な相談支援
を行う。

保健センター

4
乳幼児に関する相談
の充実

保健師、助産師、栄養士、歯科衛生士がこど
もの発育・発達、育児、栄養や歯みがきのこ
となどの相談に応じる。

保健センターにて、保健師、助産師、栄
養士、歯科衛生士による乳幼児相談を年
12回実施した。
相談者数177名
（内訳：乳児101人、幼児76人）

Ｂ 継続

保健センターにて、保健師、助産
師、栄養士、歯科衛生士による乳
幼児相談を年12回実施する。

保健センター

5
1歳6か月児健康診査
事後指導（ころころ
クラブ）

1歳6か月児健康診査後の、継続的な支援が必
要な幼児及びその保護者に対し、集団遊びや
個別相談を実施する。

継続的な支援が必要な幼児及びその保護
者に対し、集団遊び、個別相談を月1回
実施した。

実施回数12回
参加実人数10人　参加延べ人数34人

Ｂ 継続
継続的な支援が必要な幼児及びそ
の保護者に対し、集団遊び、個別
相談を月1回実施する。

保健センター

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

こども家庭センター
の設置・運営

3

児童福祉法による「子ども家庭総合支援拠
点」と、母子保健法による「子育て世代包括
支援センター」の両機能を維持した上で組織
を見直し、すべての妊産婦、子育て世帯、こ
どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する
「こども家庭センター」を設置・運営する。

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

6
乳幼児の栄養相談・
栄養指導の実施

乳幼児健診や乳幼児相談において、栄養士に
よる相談、指導及び食育啓発を行い、乳幼児
の家庭での食事を通した健康づくりや食育の
支援を行う。

・育児学級で、栄養士の講義と離乳食サ
ンプルの展示等を実施した。実施回数12
回
・乳幼児相談実施時に、栄養相談を実施
した。相談延べ人数106人。
・3～4か月児健診、9～10か月児健診は
個別健診のため、電話相談で栄養相談を
実施した。相談実人数68人。
・1歳6か月児健診、3歳児健診は、集団
健診実施時、希望者に栄養相談を実施し
た。相談実人数199人。

Ｂ 継続

育児学級で、栄養士の講義、離乳
食サンプルの展示等を実施する。
乳幼児相談実施時に、栄養士相談
を実施する。
3～4か月児健診、9～10か月児健診
は個別健診のため、電話相談で栄
養士相談を実施する。
1歳6か月児健診、3歳児健診は、集
団健診実施時に栄養士相談を実施
する。

保健センター

若年妊産婦への相談、訪問を実施すると
ともに、思春期に関する相談時には、関
係機関への相談や病院受診等を勧奨し
た。

Ｂ 継続

若年妊産婦への相談、訪問を実施
するとともに、思春期に関する相
談時には、関係機関への相談や病
院受診等を勧奨を行う。

保健センター

教育相談室に教育相談員5名と学校カウ
ンセラー3名、スクールソーシャルワー
カー3名を配置し、特に学童期･思春期に
おける心の問題について電話や来談によ
る相談体制の充実を図った。

Ｂ 継続

教育相談室に教育相談室コーディ
ネーター1名、教育相談員4名、学
校カウンセラー3名、スクールソー
シャルワーカー3名を配置し、特に
学童期･思春期における心の問題に
ついて電話や来談による相談体制
の充実を図る。

教育支援課

8
育児、養育に関する
支援

育児、養育や成長に伴って発生する問題等に
ついて、専門の相談員が相談に応じる。

家庭における適切な児童の養育と養育に
関して発生する児童の問題の解決を図る
ため、家庭児童の福祉に関して相談を受
けた。

相談件数延べ8,118件

Ｂ 継続

家庭における適切な児童の養育と
養育に関して発生する児童の問題
の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して相談を受ける。

こども安全課

運営を委託している地域子育て支援セン
ターにおいて、子育てに関する講座など
を実施した。

Ｂ 継続
運営を委託している地域子育て支
援センターにおいて、子育てに関
する講座などを実施する。

こども支援課

講座数　10講座
回数　92回
延べ参加者数　1,297人
講座名
絵本の広場、人形劇フェスティバル、絵
本とおはなしクラブ、楽しいリトミッ
ク、めだか学級、みるく広場、英語でリ
トミック　等

Ｂ 継続

講座数　21講座
回数　127回
延べ参加者数　1,871人
講座名
絵本の広場、人形劇フェスティバ
ル、絵本とおはなしクラブ、めだ
か学校、子育てラクラク講座、め
だか広場、みるく広場、子育てサ
ポート講座　等

中央公民館

小・中学校入学前のこどもを持つ保護者に対
し「就学時健康診断」や「入学説明会」等の
機会を利用して、家庭教育や思春期に関する
情報を提供し、家庭の教育力の向上を図る

小・中学校の入学説明会で、子育てに関
するリーフレット（国の発行物／「今ど
きのネットの使い方」）を保護者に配布
した。

Ｂ 継続
小・中学校の入学説明会の際に家
庭での教育の参考となる子育てに
関するリーフレットを配布する。

こども支援課

9

思春期保健に関する
相談の実施

7
学童期・思春期の健康課題に関する相談や周
知啓発を行う。

乳幼児期のこどもの成長に関わる正しい知識
や親の役割、家庭環境づくりなど育児に関す
る学習機会の提供に努める。

子育て関連講座の充
実
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　基本目標Ⅱ　すべての親が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できることを応援するために
　基本施策4　ひとり親支援の充実

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
ひとり親家庭相談の
充実

ひとり親家庭に関する相談に応じ、関係機関
の紹介などを行う。

・電話・面接・同行訪問等による支援・
相談、母子及び父子並びに寡婦福祉資金
貸付の進達事務。
相談件数　79人（新規）
相談内容　生活援護（貸付、社会資源、
生活相談等）延べ166件
自立援助（家庭内紛争、離婚問題、就業
支援、他）延べ414件

Ｂ 継続
ひとり親家庭等に関する相談に応
じ、助言指導や関係機関の紹介・
連携等を行う。

こども安全課

2
保護が必要な母子家
庭への支援

保護の必要が認められる（自立が困難等）母
子家庭又は母子に準じる家庭に対して母子生
活支援施設への入所措置を行う。

・母子の生活支援施設
　入所　2世帯　計4名

Ｂ 継続

保護の必要が認められる、18歳未
満の児童を養育する母子家庭又は
母子に準ずる家庭に対して、母子
生活支援施設への入所措置を行
う。

こども安全課

3
ひとり親自立支援プ
ログラムの策定

ひとり親家庭の母又は父の自立を促進するた
め、ひとり親自立支援プログラム策定員が
個々のひとり親家庭の実情に応じた自立支援
プログラムを策定する。また、必要に応じて
生活保護受給者等就労支援事業を活用し、公
共職業安定所等と緊密に連携し、きめ細やか
で確実な就業・自立支援を行う。

・ひとり親自立支援プログラム策定（新
規）件数　11件
支援件数
相談後就職・転職：延べ2件、ハロー
ワークへの支援要請：延べ2件、他福祉
制度等利用者：延べ6件、ハローワーク
への同行支援：延べ2件
・ひとり親自立支援プログラム策定（継
続）件数　7件
支援件数
相談後就職・転職：延べ0件、ハロー
ワークへの支援要請：延べ0件、他福祉
制度等利用者：延べ6件、ハローワーク
への同行支援：延べ0件

Ｂ 継続

ひとり親家庭の母又は父の自立を
促進するため、ひとり親自立支援
プログラム策定員が個々の状況に
応じた自立・就業支援のための支
援計画書を策定し、ハローワーク
等と連携を図り、自立、就業支援
を行う。また、相談者が自立目標
を達成した後のアフターケアを行
う。

こども安全課

4
ひとり親家庭への就
業支援

雇用保険制度に基づく教育訓練給付を受ける
資格のないひとり親家庭の母又は父に対し、
就職に必要な資格などを得るための教育訓練
講座受講費用の一部を支給する。また、ひと
り親家庭の母又は父の就労に直結する資格取
得を促進するため、6月以上養成機関などで修
業する場合に、生活を支援する目的で給付金
を支給する。

・新座市ひとり親家庭自立支援教育訓練
給付金事業
事前相談2件、指定申請2件、支給申請0
件
・新座市ひとり親家庭高等職業訓練促進
資金給付金等事業
支給人数：7人、支給月：延べ62月、修
了支援給付：1件

Ｂ 継続

雇用保険制度における教育訓練給
付受給資格が無いひとり親家庭の
母又は父に対し、就労のために教
育訓練講座受講料の一部を給付す
る。また、ひとり親家庭の母又は
父が、経済的な自立に効果的な資
格取得のために6月以上養成機関で
修業する場合に、生活費を援助す
る目的で給付金を支給する。

こども安全課

5
ひとり親家庭等に対
する経済的支援

ひとり親家庭等に対し、生活の安定と自立を
支援するため、医療費の一部を支給するとと
もに、児童扶養手当を支給する。

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部及
び児童扶養手当を支給するとともに、児
童扶養手当受給者に対してＪＲ通勤定期
乗車券の割引制度の利用に必要な証明書
の発行を行った。

Ｂ 継続

ひとり親家庭等に対し、医療費の
一部及び児童扶養手当を支給する
とともに、児童扶養手当受給者に
対してＪＲ通勤定期乗車券の割引
制度の利用に必要な証明書の発行
を行う。

こども支援課

6
就学に掛かる経費の
援助

経済的な理由により就学が困難と認められる
場合に、保護者に対し、小・中学校で掛かる
経費（学用品費、学校給食費、林間学校費、
修学旅行費等）を支給する。

小学校
　認定数　696人
　決算額　48,563,898円
中学校
　認定数　476人
　決算額　61,460,452円
合計
　認定数　1172人
　予算額　110,024,350円

Ｂ 継続

小学校
　認定数　721人
　予算額　69,019,000円
中学校
　認定数　469人
　予算額　73,552,000円
合計
　認定数　1190人
　予算額　142,571,000円

学務課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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　基本目標Ⅱ　すべての親が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できることを応援するために
　基本施策5　子育てしやすい環境の整備

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

子育て中の親に必要な様々な情報（子育て支
援サービス、公共施設、幼稚園・保育園等）
を掲載した「子育て情報誌」を発行するとと
もに、ホームページやＬＩＮＥ等で子育てに
関する情報を発信する。

子育て中の親に必要な様々な情報（子育
て支援サービス、公共施設、幼稚園・保
育園等）を掲載した「子育て情報誌」を
発行するとともに、市のホームページ、
ＬＩＮＥ等で子育てに関する情報を発信
した。

Ｂ 継続

子育て中の親に必要な様々な情報
（子育て支援サービス、公共施
設、幼稚園・保育園等）を掲載し
た「子育て情報誌」を発行すると
ともに、市のホームページ、ＬＩ
ＮＥ等で子育てに関する情報を発
信する。

こども支援課

子育てに関する様々な資料を集約した「子育
て支援コーナー」を図書館に設置する。

中央図書館、福祉の里図書館に「子育て
支援コーナー」を常設した。

Ｂ

子育てに関する資料を集約
することで、子育て情報を
効率的に提供することがで
きた。

継続
子育てに関する様々な資料を集約
した「子育て支援コーナー」にお
いて、資料を収集する。

中央図書館

市内43か所の集会所を利用に供した。 Ｂ 継続
市内43か所の集会所を利用に供す
る。

地域活動推進課

児童センター及び地域子育て支援セン
ターにおいて、サークルの育成支援及び
活動支援を実施した。

Ｂ 継続
児童センター及び地域子育て支援
センターにおいて、サークルの育
成支援及び活動支援を実施する。

こども支援課

公民館及びコミュニティセンターにおい
て子育てサークル等が活動する場を提供
し、活動の活性化を図った。

Ｂ 継続

公民館及びコミュニティセンター
において子育てサークル等が活動
する場を提供し、活動の活性化を
図る。

中央公民館

3

子育て家庭への優待
カードの配布（パ
パ・ママ応援ショッ
プ事業）

妊娠中又は18歳未満のこどもがいる家庭に対
して、協賛店舗で商品割引等が受けられる優
待カードを配布するとともに、事業に協力を
する協賛店舗の受付を行う。

パパ・ママ応援ショップ優待カードを発
行するとともに、ＬＩＮＥ版での取得を
優先的に案内した。

Ｂ 継続
パパ・ママ応援ショップ優待カー
ドを発行するとともに、ＬＩＮＥ
版での取得を優先的に案内する。

こども支援課

4
授乳及びおむつ替え
スペースやキッズ
コーナーの提供

授乳及びおむつ替え等の対応可能な施設を
「赤ちゃんの駅」として指定するとともに、
新たに公共施設を開設する場合は、キッズ
コーナーの設置を検討する。

市のホームページ等で周知を図った。 Ｂ 継続
市のホームページ等で周知を図
る。

こども支援課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

子育て情報の提供

2
子育てサークル等へ
の活動の支援

公民館、児童センター、集会所などにおい
て、子育てサークルが活動する場所を提供す
る。

1

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

Ｅ

（廃止の理由）
令和3年度から、財政悪化に
よる新座市スポーツ協会への
補助金削減等の影響により、
事業を廃止とした。

廃止

（廃止の理由）
令和3年度から、財政悪化に
よる新座市スポーツ協会への
補助金削減等の影響により、
事業を廃止とした。

生涯学習スポーツ課

講座数　16講座
回数　24回
延べ参加者数427人
畑中趣味の講座、傾聴講座、園芸教室、
わくわくファミリー講座、めだか学級、
大人の陶芸講座、世界の料理教室　等

Ｂ 継続

講座数　25講座
回数　35回
延べ参加者数　399人
講座名
男女共同参画講座、はじめての手
作り石鹸教室、栄お料理サロン、
園芸教室、パン作り、物作り講
座、子育てサポート講座　等

中央公民館

乳幼児連れの親子が気兼ねなく図書館を利用
できるように「赤ちゃんタイム」を設け、絵
本を通して親子のふれあいを深めるよう絵本
の紹介や読み聞かせを行う。

「赤ちゃんタイム」を実施した。
・　中央図書館
　実施回数：18回、
　参加者：大人103人、こども89人
・　福祉の里図書館
　実施回数：13回
　参加者：大人52人、こども54人

Ａ

中央図書館は令和7年10月
から、福祉の里図書館は令
和8年3月から、開催回数を
月1回から月2回に増やし
た。中央図書館では、おは
なし会形式でおすすめの絵
本とわらべうたを紹介し、
好評を得ている。

継続
「赤ちゃんタイム」の内容を充実
させ、継続して実施する。

中央図書館

乳幼児連れ親子を対象としたプラネタリウム
上映会を開催する。

乳幼児連れ親子を対象にプラネタリウム
上映会を開催した（8月以外毎月）。

Ｂ 継続
乳幼児連れ親子を対象にプラネタ
リウム上映会を開催する（8月以外
毎月）。

こども支援課

7
児童遊園、公園の整
備・充実

こどもの安全な遊び場を確保するため、ども
の安全な遊び場を確保するため、 ユニバーサ
ルデザインやバリアフリーに配慮しながら、
児童遊園、公園の整備・充実を図る。

公園等の整備及び施設のリニューアルを
行った。
《公園整備費用》　35,868,734円
⑴施設修繕料
6,443,360円
⑵遊具等撤去工事
310,200円
⑶都市公園等維持補修諸工事
3,949,000円
⑷都市公園等改良改修諸工事
15,299,174円
⑸臨時駐車場原状回復工事
176,000円
⑹臨時駐車場整備工事
9,691,000円
《児童遊園整備費用》　20,378,270円
⑴施設修繕料
3,207,050円
⑵児童遊園遊具等撤去工事
462,990円
⑶児童遊園維持補修諸工事
1,496,000円
⑷児童遊園改良改修諸工事
15,212,230円

Ｂ 継続
引き続き、都市公園、児童遊園等
の施設修繕及び改良改修を適切に
行う。

みどりと公園課

8 小児医療の充実

夜間や休日においても小児科医を確保する体
制を構築するため、小児救急医療支援事業と
しての当番病院に対し、運営費の一部を補助
する。

地域住民の小児救急医療の確保のため、
朝霞保健所管内6市1町の協定に基づき、
補助を行った。

Ｂ 継続
地域住民の小児救急医療の確保の
ため、朝霞保健所管内6市1町の協
定に基づき、補助する。

保健センター

講座等における預か
り保育の実施

子育て中の親が講座や体育教室に参加しやす
いように、預かり保育を実施する。

5

乳幼児親子が参加し
やすいプログラムの
提供

6
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

9 医療情報の提供
広報紙及び市ホームページなどで休日診療・
救急病院等の情報を提供する。

保健センター発行の健康応援ガイドや市
ホームページ等において、休日診療及び
救急病院等の情報の提供を行った。

Ｂ 継続

保健センター発行の健康応援ガイ
ドや市ホームページ等において、
休日診療及び救急病院等の情報を
提供する。

保健センター

10
男女共同参画意識の
啓発

就業の場における男女共同参画意識の醸成と
浸透を図るため、事業所に対して啓発を行
う。また、男女共同参画に関する諸情報を提
供するとともに、市民の意識高揚と理解を図
るため講座や講演会等を開催する。

・男女共同参画パネル展を実施した。
・男女共同参画週間に合わせて、男女共
同参画週間の懸垂幕を設置した。
・男女共同参画情報紙「ＦOR　ＹOU」を
発行した。
・男女共同参画関連講座を実施した。

Ｂ 継続

・男女共同参画パネル展を実施
・男女共同参画週間に合わせて、
男女共同参画週間の懸垂幕を設置
・男女共同参画情報紙「ＦOR　Ｙ
OU」を発行

人権推進室

ハンドブック及び男性職員の子育て応援
休暇制度を全職員へ周知し、男性職員の
育児休業取得を促進した。

Ｂ 継続

ハンドブック及び男性職員の子育
て応援休暇制度を全職員へ周知
し、男性職員の育児休業取得を促
進する。

人事課

啓発用パンフレットの配布を通じて市内
事業所等に対して、適宜啓発を行った。

Ｂ 継続
啓発用パンフレットの配布を通じ
て市内事業所等に対して、適宜啓
発を行っていく。

産業振興課

男性の育児休業取得
の推進

男性の育児休業取得を推進するため、事業所
及び市職員に対して啓発を行う。

11
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　基本目標Ⅱ　すべての親が子育てを楽しみ、子どもと共に成長できることを応援するために
　基本施策6　経済的支援の充実

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1
幼児教育・保育の無
償化

認可保育所や幼稚園のほか、認可外保育施設
等（認可外保育施設、ベビーシッター、一時
預かり事業、病児保育事業等）の利用料（保
育料）について給付を行う。

認可外保育施設利用者の保育料について
月額37，000円を上限に補助を行った。
補助実績額2，503，247円
給付人数（延べ）64人

Ｂ 継続

認可保育所や幼稚園のほか、認可
外保育施設等（認可外保育施設、
ベビーシッター、一時預かり事
業、病児保育事業等）の利用料
（保育料）について給付を行う。

保育課

2 こども医療費の助成
安心して医療を受けられるよう、こどもに対
する医療費の一部を支給する。

18歳年度末までのこどもの医療費（保険
診療の一部負担金）を助成した。

支給件数　346,687件
支給額　702,450,347円

Ｂ 継続
18歳年度末までのこどもの医療費
（保険診療の一部負担金）を助成
する。

こども支援課

3 児童手当の支給

家庭等における生活の安定と次代の社会を担
うこどもの健やかな成長を支援するため、高
校生年代までの児童を養育する方に児童手当
を支給する。

18歳年度末までの児童を養育する方に
児童手当を支給した。
支給件数　264,036件
支給額　3,357,055,000円

Ｂ 継続
18歳年度末までの児童を養育する
方に児童手当を支給する。

こども支援課

4
ひとり親家庭等に対
する経済的支援

ひとり親家庭等に対し、生活の安定と自立を
支援するため、医療費の一部を支給するとと
もに、児童扶養手当を支給する。

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部及
び児童扶養手当を支給するとともに、児
童扶養手当受給者に対してＪＲ通勤定期
乗車券の割引制度の利用に必要な証明書
の発行を行った。

Ｂ 継続

ひとり親家庭等に対し、医療費の
一部及び児童扶養手当を支給する
とともに、児童扶養手当受給者に
対してＪＲ通勤定期乗車券の割引
制度の利用に必要な証明書の発行
を行う。

こども支援課

5
就学に掛かる経費の
援助

経済的な理由により就学が困難と認められる
場合に、保護者に対し、小・中学校で掛かる
経費（学用品費、学校給食費、林間学校費、
修学旅行費等）を支給する。

小学校
　認定数　696人
　決算額　48,563,898円
中学校
　認定数　476人
　決算額　61,460,452円
合計
　認定数　1172人
　予算額　110,024,350円

Ｂ 継続

小学校
　認定数　721人
　予算額　69,019,000円
中学校
　認定数　469人
　予算額　73,552,000円
合計
　認定数　1190人
　予算額　142,571,000円

学務課

6
妊婦のための支援給
付

妊娠期からの切れ目のない支援を行うため、
妊婦支援給付金を支給する。

妊婦給付認定申請後に5万円（妊婦支援
給付金1回目）を支給し、胎児の数の届
出後に、胎児の数×5万円（妊婦支援給
付金2回目）を支給した。
支給件数
妊婦支援給付金1回目　951人
妊婦支援給付金2回目　1,131人

Ｂ 継続

妊婦給付認定申請後に5万円（妊婦
支援給付金1回目）を支給し、胎児
の数の届出後に、胎児の数×5万円
（妊婦支援給付金2回目）を支給す
る。

保健センター

7
実費徴収に係る補足
給付事業

私立幼稚園（私学助成を受ける幼稚園）が、
利用する児童の保護者から実費徴収すること
ができることとなっている食材料費（副食
費）について、低所得世帯等を対象に費用の
一部を助成する。

免除対象者（私学助成幼稚園在園児の保
護者）に対して、月額4，900円上限に副
食費の補助を行った。
補助実績額2，781，076円
給付人数（延べ）872人

Ｂ 継続

私学助成幼稚園に通う年収360万円
未満相当世帯及び小学校3年生まで
の第3子以降の副食材料費を月額
5，100円を上限に補助を実施す
る。

保育課

8
多様な集団活動の利
用支援

幼児教育・保育の無償化の対象となっていな
い、満3歳児以上の小学校就学前の児童につい
て、対象施設の利用料（保育料）について給
付を行う。

幼児教育類似施設を利用する児童の保護
者に対して、月額20，000円を上限に利
用料の補助を行った。
補助実績額240，000円
給付人数（延べ）12人

Ｂ 継続

幼児教育無償化とならない施設
（いわゆる幼児教育類似施設）を
利用する児童の保護者に対して、
月額20,000円を上限に利用料の補
助を実施する。

保育課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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　基本目標Ⅲ　地域で子どもや親の成長を支えるまちづくりを応援するために

　基本施策1　地域における子育て支援のネットワークづくり

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

保育園の園庭を開放し、保育園のこどもと地
域のこどもがふれあいながら遊び、交流を図
る。

毎週水曜日9:30～11:00の間、公立保育
園6園の園庭を開放し、保育園のこども
と地域のこどもがふれあいながら遊び、
交流を図った。

Ｂ 継続

毎週水曜日9:30～11:00の間、公立
保育園6園の園庭を開放し、保育園
のこどもと地域のこどもがふれあ
いながら遊び、交流を図る。

保育課

地域の親子や高齢者が、もちつきなどの行事
やレクリエーションを通して、保育園のこど
もと交流を図る。

地域の親子や高齢者と保育園のこどもた
ちが、餅つきなどの行事やレクリエー
ションを通して、世代間・異年齢児によ
る交流を図った。

Ｂ 継続

地域の親子や高齢者と保育園のこ
ども達が、餅つきなどの行事やレ
クリエーションを通して、世代
間・異年齢児による交流を図る。

保育課

幼保小連携推進協議会の予定に沿って、
小学校教職員や保育士等が協力し、小学
校教育への移行や卒園までの達成目標等
について協議する等の研修を行う。ま
た、卒園前の園児が近隣の小学校を訪問
する交流体験についても、実施した。

Ｂ 継続

幼保小連携推進協議会の予定に
沿って、小学校教職員や保育士等
が協力し、小学校教育への移行や
卒園までの達成目標等について協
議する等の研修を行う。また、卒
園前の園児が近隣の小学校を訪問
する交流体験についても、実施す
る。

保育課

各ブロックによる打合せの機会を設定
し、7月～1月を目安に各小学校ブロック
で連携事業を行った。
実績報告（交流実践事例集）、5歳児向
けリーフレットを作成、配布した。

Ｂ 継続

各ブロックによる打合せの機会を
設定し、7月～1月を目安に各小学
校ブロックで連携事業を行う。
実績報告（交流実践事例集）、5歳
児向けリーフレットを作成、配布
する。

教育支援課

地域のこども及び妊産婦が安心して暮らせる
ように、民生委員・児童委員が相談に応じる
とともに、見守りや適切なサービスへの橋渡
しを行う。

市民や市内小中学校からの相談に応じ、
見守りや適切なサービスへの橋渡しを
行った。

Ｂ 継続
市民や市内小中学校からの相談に
応じ、見守りや適切なサービスへ
の橋渡しを行う。

福祉政策課

主任児童委員連絡会議の開催、児童福祉部会
での子育てに関する講演会や児童施設の視察
研修などにより、児童の健全育成に関わる委
員の資質向上を図る。

埼玉県社会福協議会が主催する研修へ参
加し、各委員の資質を高めた。
・埼玉県社会福祉協議会主催研修　1回
・主任児童委員研修　1回
・主任児童委員連絡会議　1回
・会長・主任児童委員会議　1回

Ｂ 継続

児童福祉部会において、児童施設
の視察研修を行う。また、主任児
童委員連絡会議及び会長・主任児
童委員会議を開催する。

福祉政策課

3年に1度の一斉改選後には、活動内容（子育
て支援ほか）を紹介する「民生委員・児童委
員だより」を各家庭に配布する。

3年に1度の一斉改選にあわせて「民生委
員・児童委員だより」の改訂を行い、各
家庭に配布した。

Ｂ 継続
各担当地域において、必要に応じ
て「民生委員・児童委員だより」
を配布する。

福祉政策課

2

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

1
保育園における地域
との交流

幼保小交流研修会の
充実

小学校への円滑な移行や、卒園までの達成目
標等について幼稚園、保育園及び小学校の職
員が協議する。また、近隣の小学校に卒園前
の園児が訪問する交流体験を行う。

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課

民生委員・児童委員
による児童健全育成
の取組

3
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

4
ＰＴＡ・保護者会連
合会活動への支援

市内公立小・中学校の保護者及び教職員が一
体となり、児童・生徒の福祉の増進と学校教
育の振興に寄与するとともに、会員相互の研
修と連絡協議を図ることを目的とした「新座
市ＰＴＡ・保護者会連合会」の様々な活動を
支援する。

新座市ＰＴＡ・保護者会連合会に対し、
補助金の交付のほか、様々な活動を支援
した。

Ｂ 継続
新座市ＰＴＡ・保護者会連合会に
対し、補助金の交付のほか、様々
な活動を支援する。

生涯学習スポーツ課

5

学校・保護者・地域
による学校づくりの
推進（コミュニ
ティ・スクール）

地域ぐるみで児童の安全・健全育成を目指
し、学校評議員、ＰＴＡ、学校応援ボラン
ティア団体等の活性化を進め、学校を総合的
に支援する学校運営協議会の充実に取り組
む。

新座市内の全小・中学校が、コミュニ
ティ・スクールとなり、学校運営協議会
を年間5回程度実施した。また、3月5日
には、外部講師を招き講演会を実施し
た。地域学校協働活動と学校運営協議会
の役割について改めて整理し、各々の利
点を生かした一体的推進について様々な
視点から考えることで本事業を進めてい
くことの意義について理解がより深まっ
た。

Ｂ 継続

学校運営協議会委員報酬
7，000円×8人×23校　1,288,000
円
講演会費
29,000円
負担金
2,000円

学務課

6

保護者・地域住民に
よるボランティア活
動の推進（学校応援
団）

学校において学習活動、安心・安全確保、環
境整備などを行う保護者・地域住民によるボ
ランティア活動を推進する。

各学校に学校応援コーディネーター、各
中学校区に地域コーディネーターを配置
し、それぞれの地域で学校を支援する体
制を構築した。また、コーディネーター
の知見を広げるための実行委員会や講演
会を実施した。

Ｂ 継続

各学校に学校応援コーディネー
ター、各中学校区に地域コーディ
ネーターを配置し、それぞれの地
域で学校を支援する体制を構築す
る。また、コーディネーターの知
見を広げるための実行委員会や講
演会を実施する。

教育支援課

7
住民による支えあい
の仕組づくり

既存の社会資源を活用しながら、「自助」
「互助」を基本としたこども、高齢者、障が
い者等、誰もが関わる住民主体による生活支
援が創出されるよう「生活支援コーディネー
ター」の配置等の取組を行う生活支援体制整
備事業を実施する。

第1層協議体1か所、第2層6か所を設置す
るとともに、生活支援コーディネーター
を第1層に3人、第2層に6人配置し、支え
あいの仕組みづくりを推進した。
また、本事業と同様に地域福祉圏域で活
動している「地域福祉推進協議会」との
連携の強化や組織体制の見直しに向けて
協議を行い、6圏域中2圏域で第2層協議
体と「地域福祉推進協議会」が統合する
ことで協議を進められた。
・協議体開催回数
第1層協議体　3回
第2層協議体　111回

Ｂ 継続

「地域福祉推進協議会」との統合
の方向性を示すことができた2圏域
について、支え合いの仕組みづく
りに向けた協議を行う協議体の機
能と、「地域福祉推進協議会」の
組織力を発展させるとともに、他
の4圏域についても地域の実情を踏
まえつつ、より効果的な地域の
ネットワークづくりに向けて協議
を行っていく。

福祉政策課

8
食生活改善推進員協
議会活動への支援

健康づくり及び食育を推進している食生活改
善推進員協議会の活動を支援する。

食生活改善推進員協議会の定例会の開催
及び市民向け講習会の開催について支援
する。
定例会及び講習会：年6回開催

Ｂ 継続
食生活改善推進員協議会の定例会
の開催及び市民向け講習会の開催
について支援する。

保健センター

9
食育推進リーダーの
活動への支援

地域での食育を推進している、にいざ食育推
進リーダーの活動を支援する。

にいざ食育推進リーダーの定例会を年10
回開催した。
イベント班が実施するこども向け食育イ
ベント（夏休み及び健康まつり）の開
催、野菜班が実施する季節の野菜レシピ
の掲示と配布（年4回）、紙芝居班が実
施する食育紙芝居・パネルシアターの実
施をそれぞれ支援した。

Ｂ 継続

にいざ食育推進リーダーの定例会
を開催する。
イベント班が実施するこども向け
食育イベント（夏休み及び健康ま
つり）の開催、野菜班が実施する
季節の野菜レシピの掲示と配布、
紙芝居班が実施する食育紙芝居・
パネルシアターの実施をそれぞれ
支援する。

保健センター
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　基本目標Ⅲ　地域で子どもや親の成長を支えるまちづくりを応援するために

　基本施策2　多様な体験・交流活動の促進

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

1 青少年団体への助成
子ども会連合会等の青少年の健全な育成と青
少年教育の振興に資することを目的とした活
動団体に対して助成を行う。

青少年の健全な育成と青少年教育の振興
に資することを目的とした活動団体に対
して助成を行った。

Ｂ 縮小

青少年教育振興基金の活用
方法を見直し、活動団体に
対する助成を縮小すること
となった。

青少年の健全な育成と青少年教育
の振興に資することを目的とした
活動団体に対して助成を行う。

助成対象事業のう
ち、芸術文化振
興、スポーツ振
興、派遣研修等参
加、地域交流・環
境美化・奉仕事業
については令和7年
度末をもって助成
を終了した。

生涯学習スポーツ課

2

地域における学校外
活動（新座っ子ぱ
わーあっぷくらぶ）
の運営

地域の教育力の活性化とこどもたちの地域に
おける学校外活動の一層の充実を図るため
に、地域住民の協力により自然体験、社会体
験、スーツなどの体験活動や、学習活動を実
施する様々なクラブを運営する。

地域の教育力の活性化とこどもたちの地
域における学校外活動の一層の充実を図
るために、新座っ子ぱわーあっぷくらぶ
を実施する。

Ｂ 継続

地域の教育力の活性化とこどもた
ちの地域における学校外活動の一
層の充実を図るために、新座っ子
ぱわーあっぷくらぶを実施する。

生涯学習スポーツ課

3
キャリア教育に関す
る「体験学習事業」
の推進

こどもたちが社会生活を営む上で必要な人間
性の向上を図るため、生き方の確立を目指す
進路指導及びキャリア教育に取り組む。

各小中学校における体験活動の推進を図
るために県が主催する事業や民間企業と
の連携を紹介し、キャリア教育全体計画
で育成を目指す資質・能力の育成を図っ
た。また、それに伴うキャリアパスポー
トの活用に関する情報の共有を行った。

Ｂ 継続

各小中学校における体験活動の推
進を図るために県が主催する事業
や民間企業との連携を紹介し、
キャリア教育全体計画で育成を目
指す資質・能力の育成を目指す。
また、それに伴うキャリアパス
ポートの活用に関する情報の共有
を徹底する。

教育支援課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

4
児童センター事業の
充実

こどもに豊かな生活を提供できるようスポー
ツ、文化、レクリエーション等の多彩なプロ
グラムを展開する。また、プログラムの策定
に当たっては、こどもの参画を推進する。

新座市児童センター及び福祉の里児童セ
ンターの運営、管理を指定管理者のＮＰ
Ｏ法人に委託した。

・新座市児童センター
利用者数：62,572人
主な事業：「こども参画事業（かえっこ
バザール、かえっこ　こども会議）」
「アウトリーチ事業（どこでも児童
館）」「要支援児童事業（緊急食糧支
援、フードパントリー、ほっこりごは
ん）」など
事業開催回数・参加者数：延べ1,566
回、26,928人

・福祉の里児童センター
利用者数：40,615人
主な事業：「こどもの遊びとまなび事業
（里のソトプレ！、親子で遊ぼう！mini
ぐんぐん「こども参画事業（かえっこバ
ザール、里ランド～こどもたちが作る遊
びのテーマパーク）」「要支援児童事業
（はぁとＢＯＸ、フードパントリー）」
「親子のサークル活動事業（里のなかま
ほいく）」など
事業開催回数・参加者数：延べ1,283
回、20,972人

Ｂ 継続

指定管理者として引き続きＮＰＯ
法人新座子育てネットワークに運
営を委託する。 こども支援課

市内大学やＮＰＯ等と連携して、「子ども大
学にいざ」を開講し、こどもの知的好奇心を
満足させる学びの場を提供する。

令和7年7月30日（水）、31日（木）9時
～正午
36人参加（30日）、38人参加（31日）
十文字学園女子大学
講義1　【はてな学・ふるさと学】なぜ
まわる？くるくるトンボを作って回して
みよう
講義2　【はてな学】自分だけのイニ
シャルキーホルダーをつくろう！

Ｂ 継続

市内大学と連携して、「子ども大
学にいざ」を開講し、こどもの知
的好奇心を満足させる学びの場を
提供する。

生涯学習スポーツ課

文化芸術活動にこどもが喜んで参加する仕組
みづくりを行う。

市民まつり文化祭にて、令和6年度より
芸術展の出品要項の年齢制限を小学生以
上に緩和し、実施している。

Ｂ 継続
文化芸術活動にこどもが喜んで参
加する仕組みづくりを行う。

生涯学習スポーツ課

知的好奇心を伸ばす
取組の推進

5
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　基本目標Ⅲ　地域で子どもや親の成長を支えるまちづくりを応援するために

　基本施策3　安心して暮らせる環境の整備

内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容

埼玉県福祉のまちづくり条例の規定に基づ
き、道路や公共施設のユニバーサルデザイン
化を進める。

市道第118号線の歩道整備工事を実施し
た。

Ｂ 継続

安全な歩行空間を確保する
ため
引続き歩道整備工事を実施
していく。

市道第5号線及び市道第8号線の歩
道整備工事を実施する。

道路河川課

障がいのある児童・生徒に対応するため学校
施設のバリアフリー化を進める。

野火止小学校、東野小学校、栄小学校、
新座小学校、第二中学校、第六中学校に
おいて、屋外トイレの更新を行い、バリ
アフリートイレを整備した。

Ｂ 継続

第四小学校、池田小学校及び東北
小学校の改修工事の一環でエレ
ベーターの設置、段差解消等を行
う（東北小学校は令和9年度完成予
定）
野火止小学校についても上記整備
に向けて設計を行う
東北小学校、石神小学校、新座中
学校において、屋外トイレの更新
を行い、バリアフリートイレの整
備を行う。

教育総務課

2
授乳及びおむつ替え
スペースやキッズ
コーナーの提供

授乳及びおむつ替え等の対応可能な施設を
「赤ちゃんの駅」として指定するとともに、
新たに公共施設を開設する場合は、キッズ
コーナーの設置を検討する。

市のホームページ等で周知を図った。 Ｂ 継続
市のホームページ等で周知を図
る。

こども支援課

市内通学路の交差点等に交通指導員を配置す
る。

児童生徒の交通安全を図るため、市内通
学路の交差点等に交通指導員を配置し
た。
・交通指導員：22か所
・交通マナー案内員：32か所
・代替員：3か所

Ｂ 継続

児童・生徒の交通安全を図るた
め、市内通学路の交差点等に交通
指導員を配置する。
・交通指導員：20か所
・交通マナー案内員：35か所
・代替員：3か所

教育支援課

小学1年生全員を対象に交通安全教室を実施す
る。

・小学校新入学児童に対して交通安全の
リーフレット及び反射リストバンドを配
布し、啓発活動を行った。
・こどもたちを交通事故から守るため、
小学1年生全員を対象に交通安全教室を
実施した。

・新入学児童交通安全教室 17校（1,306
人）

Ｂ 継続

　小学校新入学児童に対して交通
安全のリーフレット及び反射リス
トバンドを配布し、啓発活動を実
施する。
　こどもたちを交通事故から守る
ため、小学1年生全員を対象に交通
安全教室を実施する。

交通政策課

元気の出るまちづくり出前講座として幼稚
園、保育園、小・中学校等の要望に応じて交
通安全教室を開催する。

・元気の出るまちづくり出前講座として
幼稚園、保育園等の要望に応じて交通安
全教室を実施した。

・交通安全教室　14団体（幼稚園・保育
園　13団体（1,317人）、その他　1団体
（40人））

Ｂ 継続
　元気の出るまちづくり出前講座
として幼稚園、保育園等の要望に
応じて交通安全教室を実施する。

交通政策課

交通安全推進協議会が四半期ごとに交通安全
運動、交通事故防止運動を実施する。

市、新座警察署を始めとする交通安全関
連団体、機関により組織する交通安全推
進協議会により、四半期ごとに交通安全
運動、交通事故防止運動を実施した。

Ｂ 継続

市、新座警察署を始めとする交通
安全関連団体、機関により組織す
る交通安全推進協議会により、四
半期ごとに交通安全運動、交通事
故防止運動を実施する。

交通政策課

第3次新座市子ども・子育て支援事業計画　進捗管理表（関連施策）

1
公共施設等のユニー
サルデザイン化の推
進

交通安全推進・啓発
の取組

3

No. 事業名 事業内容
令和7年度実績 令和8年度予定

備考 担当課
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

夜間の交通事故防止のため、必要に応じ
て、道路照明灯を整備した。
設置基数：33基
設置工事額：8,147,557円

Ｂ 継続
夜間の交通事故防止のため、必要
に応じて、道路照明灯を整備す
る。

道路管理課

交通事故等の防止のため、電柱等に交通
安全に関する看板を設置した。

Ｂ 継続
市内における交通事故等の防止の
ため電柱等に交通安全に関する看
板を設置する。

交通政策課

生活道路での安全確保のため、新座警察署と
連携し、車両の進入抑制、速度抑制を図る。

生活道路での安全確保のため、新座警察
署と連携し、車両の進入抑制・速度抑制
を図った。

Ｂ 継続
生活道路での安全確保のため、新
座警察署と連携し、車両の進入抑
制・速度抑制を図る。

交通政策課

5
市立小・中学校学校
防災マニュアルの活
用

災害時における学校の教職員、児童・生徒の
基本行動について、マニュアルを活用して共
通理解を図る。

災害時における学校の教職員、児童生徒
の基本行動について共通理解を図った。
防災マニュアルを南海トラフ大地震に対
応させた。

Ｂ 継続

災害時における学校の教職員、児
童生徒の基本行動について共通理
解を図る。新たな防災気象情報を
取り入れた防災マニュアルを策定
する。

教育支援課

6
非行防止等の児童健
全育成事業の充実

非行防止啓発活動、文化、スポーツ等コミュ
ニティ活動、青少年活動指導者の育成等を通
じた健全育成対策を推進する。また、こども
の権利を侵害する児童買春、児童ポルノ等を
防止するための意識啓発を図る。

青少年育成推進員会の実施する各種事業
を通じ、青少年健全育成活動を推進し
た。

Ｂ 継続
青少年育成推進員会の実施する各
種事業を通じ、青少年健全育成活
動を推進する。

生涯学習スポーツ課

7
情報モラル教育の推
進

市立小・中学校において、情報モラル教育や
情報リテラシー教育を推進する。

授業内で一人一台端末を積極的に活用
し、同時に自他を尊重する豊かな心を育
成した。また、保護者会等を通じて、情
報の取扱に係る注意・啓発を行った。

Ｂ 継続

授業内で一人一台端末を積極的に
活用し、同時に自他を尊重する豊
かな心を育成する。また、保護者
会等を通じて、情報の取扱に係る
注意・啓発を行う。

教育支援課

パトロール延べ実施回数：419回
パトロール延べ参加人数：703人

Ｂ 継続
青少年育成推進員会等が市内の大
型店舗等の見守りパトロールを実
施する。

生涯学習スポーツ課

市立各小学校から提出された地域安全
マップで、子ども110番の家が設置され
ていることを確認した。
また、パトロールについては、学校応援
団のボランティア活動と協力し、行っ
た。

Ｂ 継続

市立各小学校から提出された地域
安全マップで、子ども110番の家が
設置されていることを確認する。
また、パトロールについては、学
校応援団のボランティア活動と協
力し、行う。

教育支援課

町内会、ＰＴＡ・保護者会等の自主防犯
パトロール団体に対する支援として、パ
トロール用資機材の配布希望を調査し、
貸与を行った。

Ｂ 継続

町内会、ＰＴＡ・保護者会等の自
主防犯パトロール団体に対する支
援として、パトロール用資機材の
配布希望を調査し、貸与を行う。

危機管理室

町内会が設置・管理する防犯灯につい
て、補助金を交付した。
・防犯灯設置費及び管理費補助金
新規設置：57，640円
修繕料：484，222円
電気料：5，288，875円

Ｂ 継続

町内会が設置・管理する防犯灯に
ついて、補助金を交付する。【令
和8年度予算額】
・防犯灯設置費補助金
311，500円
・防犯灯管理費補助金（電気料）
5，304，000円
・防犯灯管理費補助金（修繕料）
667，450円

地域活動推進課

8

4
交通事故防止等の取
組

交通事故等の防止のため、電柱等に交通安全
に関する看板を設置するとともに、道路照明
灯を整備する。

安心・安全なまちづくりのため、警察、学
校、地域の市民などと連携し、学校付近のパ
トロール活動を実施する。

ＰＴＡ保護者会、町内会の防犯活動を支援す
るとともに、防犯灯を設置・管理する町内会
に補助金を交付する。

防犯対策の充実
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内容 進捗度 理由 実施予定 理由 内容
No. 事業名 事業内容

令和7年度実績 令和8年度予定
備考 担当課

9
学校における安全管
理の取組

市立小・中学校で作成した危機管理マニュア
ルに基づき、学校の安全管理を図る。また、
不審者対応について、「不審者侵入の防止の3
段階のチェック体制」を記載するよう周知、
徹底する。

市立小・中学校で作成した危機管理マ
ニュアルに基づき、学校の安全管理を
図った。また、不審者対応について、
「不審者侵入の防止の3段階のチェック
体制」を記載するよう周知した。

Ｂ 継続
学校の安全管理を図るため、全校
において不審者対応マニュアルを
見直し、研修会の充実を図る。

教育支援課
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